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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は第６期から連結財務諸表を作成しております。 

３ 第７期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権残高がありますが、当社株式は

非上場であり期中平均株価が把握できないため記載しておりません。第８期については、新株予約権残高が

ありますが、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

４ 第７期までの株価収益率については、当社株式は非上場であり、期中平均株価の把握が困難なため記載して

おりません。  

５ 純資産額の算定にあたり、第８期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (千円) － － 9,527,329 9,946,037 11,521,884

経常利益 (千円) － － 82,632 223,765 234,621

当期純利益 (千円) － － 67,720 187,618 205,865

純資産額 (千円) － － 600,089 816,340 1,450,365

総資産額 (千円) － － 3,207,107 3,321,767 4,566,693

１株当たり純資産額 (円) － － 34,990.62 47,600.03 74,009.45

１株当たり当期純利益 (円) － － 4,004.30 10,939.87 11,413.49

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) － － 18.7 24.6 31.7

自己資本利益率 (％) － － 13.1 26.5 18.2

株価収益率 (倍) － － － － 7.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) － － △352,368 411,446 △567,463

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) － － △53,575 △15,813 △64,134

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) － － 334,733 △56,541 894,182

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) － － 296,063 655,324 921,941

従業員数 (人) － － 207 214 206



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第６期、第７期及び第８期の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、監査法人トー

マツの監査を受けておりますが、第４期及び、第５期については当該監査を受けておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第４期から第７期までは新株予約権残高がありますが当

社株式は非上場であり期中平均株価が把握できないため記載しておりません。第８期については、新株予約

権残高がありますが、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

４ 第７期までの株価収益率については、当社株式は非上場であり、期中平均株価の把握が困難なため記載して

おりません。 

５ 第５期の自己資本利益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

  

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (千円) 944,543 804,610 1,194,371 1,027,930 2,278,418

経常利益又は 
経常損失（△）

(千円) 2,784 △83,549 12,694 21,314 21,850

当期純利益又は 
当期純損失（△）

(千円) 2,568 △84,870 13,068 21,455 28,361

資本金 (千円) 218,000 218,000 259,250 259,250 469,010

発行済株式総数 (株) 16,600 16,600 17,150 17,150 19,550

純資産額 (千円) 442,829 357,958 453,527 474,982 922,859

総資産額 (千円) 898,798 866,342 815,262 1,137,347 2,116,154

１株当たり純資産額 (円) 26,676.46 21,563.79 26,444.74 27,695.78 47,205.08

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額)

(円)
－ 

(－)
－

(－)
－

(－)
－ 

(－)
－

(－)

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり 
当期純損失（△）

(円) 176.26 △5,112.67 772.72 1,251.04 1,572.39

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 49.3 41.3 55.6 41.8 43.6

自己資本利益率 (％) 0.9 － 3.2 4.6 4.1

株価収益率 (倍) － － － － 54.4

配当性向 (％) － － － － －

従業員数 (人)
14 

(－)
15

(－)
15

(－)
18 

(－)
23
(3)



２ 【沿革】 

  

 
(注1) 現地では「協栄二叶科技(深圳 )有限公司」と登記されておりますが、以下、KFE (SHENZHEN) CO.,LTD.と表記

いたします。 

(注2) 以上の関係を図示すると次の通りであります。 

  

 

  

年月 概要

平成12年 1月 
 

プリント基板の販売等を目的として神奈川県横浜市都筑区において協栄二葉エンジニアリング株

式会社を設立（資本金11,000千円）。

平成12年 5月 本社を神奈川県横浜市港北区に移転。

平成13年 8月 香港のKYOEI FUTABA ENGINEERING CO., LIMITEDを子会社化（資本金200千USドル）。

平成14年 4月 
 

デジタルエンターテイメント商品の開発を目的としたユビキタス・プラットホーム事業(現デジ

タル商品事業)を開始。

平成16年 2月 
 

プリント基板の品質管理機能の拡充のため、KYOEI FUTABA ENGINEERING CO., LIMITEDの子会社

として協栄二叶科技(深圳)有限公司（注1）を中国の深圳市に設立（資本金1,000千HKドル）。

平成16年 7月 当社の商号をKFE JAPAN株式会社に変更。

平成16年 8月 
 

KYOEI FUTABA ENGINEERING CO., LIMITEDの子会社としてタイ王国のバンコク市に現地法人KFE

(THAILAND) CO.,LTD.を設立（資本金2,000千バーツ）。

平成16年 9月 KYOEI FUTABA ENGINEERING CO., LIMITEDの商号をKFE HONG KONG CO.,LIMITEDに変更。

平成18年11月 名古屋証券取引所セントレックス市場に上場。

平成19年 1月
KFE HONG KONG CO.,LIMITEDの駐在員事務所としてベトナム社会主義共和国ハノイ市に

Representative Offce of KFE HongKong Co.,Ltd. in Hanoiを開設。



３ 【事業の内容】 

当社グループは、KFE JAPAN株式会社（以下、当社という）及び連結子会社3社｛KFE HONG KONG 

CO.,LIMITED、KFE(SHENZHEN) CO.,LTD.、KFE(THAILAND) CO.,LTD.｝により構成されております。当社グ

ループでは、国際的に最適と思われる調達先へ商品を生産委託し、その商品を現地日系企業及び日本の企

業・消費者に販売する国際調達エージェント型の事業モデルを展開しております。 

  

当社グループ各社の業務は以下の通りです。 

  

 
  

（１）電子部品事業 

当社の電子部品事業の中心は、中国製プリント基板の仕入れ、販売であります。 

具体的には、当社が、アジア地域に製造拠点を有する国内大手電機メーカーに提案型の営業活動を行

い、その製品情報を収集してKFE HONG KONG CO.,LIMITEDへ提供するとともに、国内大手電機メーカー

に対して、その傘下のアジア地域所在の工場が使用するプリント基板の発注をKFE HONG KONG 

CO.,LIMITEDへ促す業務を行っております。（注1） 

一方、KFE HONG KONG CO.,LIMITEDでは、当社からの情報に基づき、アジア地域所在の日系セットメ

ーカーを中心に営業活動を行い、受注した電子部品を中国の協力工場へ生産委託しております。 

KFE（SHENZHEN）CO.,LTD.は、協力工場へ検査員を常駐させ、協力工場の最終製品の品質管理及び技

術指導等を行っております。 

なお、KFE(THAILAND) CO.,LTD.及びRepresentative Offce of KFE HongKong Co.,Ltd. in Hanoiはタ

イ、ベトナム、マレーシアに拠点をもつ日系企業から営業情報を入手し、KFE HONG KONG CO.,LIMITED

に対して販売支援を行っております。 

(注1) 量産に至る性能確認の必要性から、当社は国内セットメーカーより試作品の受注を受けることがあります。

当社は当該受注を受け、KFE HONG KONG CO.,LIMITEDを通じて中国の協力工場に発注を行います。 

事業の種類別 
セグメント

主な事業の内容 主な会社名

電子部品事業

プリント基板の製商品・営業情報収集
プリント基板の輸入と国内販売（試作品及び量産品） 
KFE HONG KONG CO.,LIMITEDに対する営業サポートと製商
品・営業情報提供及び営業情報の受入 
電子部品の国内仕入と輸出

当社

プリント基板の海外営業(主に量産品)
当社宛プリント基板の輸出 
当社からの部品の輸入 
協力工場(生産委託先)に対する量産品の発注 
当社に対する営業情報の提供

KFE HONG KONG CO.,LIMITED

KFE HONG KONG CO.,LIMITEDに対する販売支援 KFE(THAILAND) CO.,LTD.

KFE HONG KONG CO.,LIMITEDに対する販売支援
Representative  Offce  of 
KFE HongKong Co.,Ltd. in 
Hanoi

KFE HONG KONG CO.,LIMITEDに対する品質管理・技術指導等
業務支援 
協力工場に対する品質管理・技術指導・環境監査

KFE(SHENZHEN) CO.,LTD.

デジタル商品事業

デジタル商品の企画とデザイン
協力工場（生産委託先）に対する商品の発注 
デジタル商品の輸入と国内販売

当社

デジタル商品の調達 KFE HONG KONG CO.,LIMITED

協力工場に対する品質管理・技術指導 KFE(SHENZHEN) CO.,LTD.



  

（２）デジタル商品事業 

当事業は、デジタルカメラ、DVDプレーヤー等の中・小型デジタル商品を中心に、当社内で商品企

画・デザインを行い、KFE HONG KONG CO.,LIMITEDを経由して中国等の協力工場に製造委託し、完成品

を輸入して日本の小売販売業者等に販売しております。 

具体的には、当社は国内の販売先からの試作品の注文に基づき、KFE HONG KONG CO.,LIMITEDを通

じて、中国の協力工場に試作品を発注いたします。当社は完成した試作品を国内の販売先に提示し、性

能検査を受けた後、量産注文を受けます。KFE (SHENZHEN) CO.,LTD.は、外部検査機関（注1）と協力し

て、工場の製造工程検査、出荷検査等の品質管理を行います。当社は、この検査基準に合格した商品を

協力工場から輸入し、国内販売先に販売します。 

当社商品に関する各種問い合わせに対応するために、サポートセンターを外部委託しております。不

具合が生じた商品については商品交換を行う場合もあります。 

(注1) TÜV SÜD Gruppe（略称テュフ：ドイツに本拠を置く工業製品の独立審査機関）やSpring Shine 

International Co,.LTD.（略称スプリング・シャイン：日系企業を対象とした独立系民間検査機関）などが

あります。 

  



［電子部品事業系統図］ 

  
 

  



［デジタル商品事業系統図］ 

  
 

  

(＊１) 商品発注の前に試作品により性能検査を実施し、合格判定により商品の量産受注となります。 

(＊２) 部品受入時の検査体制のチェック、不良品の選別、製品番号とチェックシートの突合せ等。 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ KFE HONG KONG CO.,LIMITED は特定子会社であります。 

３ 持分は100分の50以下ですが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。 

４ 議決権の所有割合の〔 〕内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外数となっております。 

タイ王国の法律上、現地企業が過半数の株を所有しなければならないため、51.0％の株式はタイ王国所在の

日系投資銀行等により保有されています。 

５ 議決権の所有割合の ( ) 内は、間接所有によるものです。 

６ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

７ KFE HONG KONG CO.,LIMITEDについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占

める割合が10％を超えておりますが、所在地別セグメント情報のアジア地域の売上高に占める同社の売上高

の割合が90％を超えているため、主要な損益情報等の記載を省略しております。 

  

名称 住所
資本金又は 
出資金

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合

関係内容
所有
割合 
（％）

被所有
割合 
(％)

(連結子会社)

KFE HONG KONG CO.,LIMITED 

（注）２,７

中華人民共和国 

香港特別行政区

200 

千USドル

電子部品事業 

デジタル商品事業
100.0 ―

プリント基板の輸入仕入先、デジタ

ル商品の輸出販売先 

当社は銀行借入の債務保証をしてお

ります。 

役員の兼任 2名

KFE (SHENZHEN)CO., LTD. 

（注）５

中華人民共和国 

深圳市

1,000 

千HKドル

電子部品事業 

デジタル商品事業

100.0

(100.0)
― 役員の兼任 2名

KFE (THAILAND)CO., LTD. 

（注）３，４，５

タイ王国 

バンコク市

2,000 

千バーツ
電子部品事業

49.0

(49.0)

〔51.0〕

― 役員(社長) 出向 1名



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員数であります。 

２ 全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員(１日８時間換算）であります。 

３ 臨時従業員には、パートタイマー及びアルバイトを含み、派遣社員を除いています。 

４ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

電子部品事業 167

デジタル商品事業 12

全社(共通) 27

合計 206

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

23 
(3)

41.1 2.7 4,247



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、資源価格や金利の上昇、労働市場の逼迫などの懸念材料が

あったものの、企業収益の改善や民間設備投資の増加等から景気は緩やかな拡大基調が続きました。

中国を含むアジア地域においても、好調な輸出や堅調な国内消費に支えられ経済の拡大傾向が続きま

した。  

 プリント基板業界におきましては、原油価格の高騰に端を発した銅箔等のプリント基板材料の価格

の高騰により厳しい環境が続きましたが、当連結会計年度後半にかけ材料価格高騰も一服しました。

このような経営環境の中で、当社グループとしては、 

 ａ 仕入価格の上昇分の顧客転嫁による収益力の強化  

 ｂ 新規協力工場の開拓  

 ｃ デジタル商品事業の強化  

 ｄ 海外営業拠点の拡充等  

を具体的な経営方針として本社及び海外現地法人が一体となり、業績の向上に取り組んでまいりまし

た。 

 これにより、当社グループの当連結会計年度の業績は、売上高11,521,884千円(前年同期比15.8%

増)、営業利益238,314千円(前年同期比5.7%増)、経常利益234,621千円(前年同期比4.9%増)、当期純

利益205,865千円(前年同期比9.7%増)となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 電子部品事業 

 主力のプリント基板につきましては、連結子会社であるKFE HONG KONG CO.,LIMITEDにおいて低利

益率の実装取引を縮小し、営業の重点をより利益率の高い多層板へシフトいたしました。また原材料

価格が高騰しましたが、期初に基板材料在庫の積み増しを行い、また仕入価格高騰分の顧客転嫁を進

めたことによりリスクを低減することができました。  

 その結果、当連結会計年度における売上高は10,159,122千円(前年同期比5.5%増)、営業利益

382,385千円(前年同期比19.7%増)となりました。 

  

② デジタル商品事業 

 デジタル商品事業につきましては、平成17年11月より組織体制を全面的に見直し、新たにデジタル

カメラ、ＣＤコンポ、ＤＶＤプレーヤー等の商品を投入するとともに、インターネットショッピン

グ、ホームセンター、ＴＶ通販等の新たな販売ルートを開拓いたしました。  

 その結果、10月より月間売上高が100百万円を超える状況が続き、当連結会計年度における売上高

は1,362,762千円(前年同期比324.6%増)となりました。しかし事業立ち上げ間もないため当社商品及

びブランドの市場認知度が低かったこと、また体制再編に伴う費用の支出増の影響も大きく、営業損

益は前年同期比53,715千円悪化し、146,774千円の損失となりました。 

  



事業の地域別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 日本 

 DVDレコーダーの国内量産向け多層プリント基板の新規受注等により、電子部品事業の売上高は前

年同期比21.9％増の909,915千円となりました。デジタル商品事業につきましては、事業の再編成を

実施し、新商品を開発し、また新たな販売ルートを開拓したことにより、売上高は前年同期比

386.3％増の1,368,502千円となりました。  

 その結果、日本の当期売上高は前年同期比121.7%増の2,278,418千円となりました。  

 売上高の増加とKFE HONG KONG CO.,LIMITEDからのコンサルティング料の受取り増により、電子部

品事業の営業利益は186,994千円となり、またデジタル商品事業の営業損益は148,469千円の損失とな

りました。  

 その結果、日本の当期の営業利益は前年同期比75.5%増の38,525千円となりました。 

  

② アジア（中国、香港、タイ等） 

KFE HONG KONG CO.,LIMITEDにおいて、低利益率の実装取引を縮小し、営業の重点を多層板へシフ

トいたしました。また、ベトナムでの営業活動を強化したことで現地での売上が大幅に増加しまし

た。 

 その結果、当連結会計年度の売上高は前年同期比4.3％増の10,032,994千円となり、営業利益は前

年同期比3.5%減の197,085千円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前年同期末に比べ

266,617千円増加し、921,941千円となりました。  

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは、567,463千円の支出超過となりました。これは主に売上債権

の増加による資金減少731,380千円、たな卸資産の増加による資金減少163,884千円、仕入債務の増加に

よる資金増加116,820千円によるものです。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは、64,134千円の支出超過となりました。これは主に定期預金の

預入による支出20,002千円及び有形固定資産の取得による支出49,130千円によるものです。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは、894,182千円の収入超過となりました。これは主に株式の発

行による収入414,504千円、短期借入金の純増加483,540千円、社債の発行による収入98,090千円による

ものです。  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ 金額は、仕入価格によっております。 

  ２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当社グループは、受注から販売までの所要日数が短く、受注残高は僅少であり、期中の受注高と販売

実績とがほぼ対応するため、記載を省略しております。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合。 

 
  

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

前年同期比(％)

電子部品事業(千円) 9,338,343 110.5

デジタル商品事業(千円) 1,653,682 587.6

合計(千円) 10,992,025 125.9

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

前年同期比(％)

電子部品事業(千円) 10,159,122 105.5

デジタル商品事業(千円) 1,362,762 424.6

合計(千円) 11,521,884 115.8

相手先

前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

FUNAI ELECTRIC (HK) LIMITED 1,178,144 11.8 1,287,792 11.2



３ 【対処すべき課題】 

 当社グループの属するプリント基板業界においては、国際的な価格競争は一段と熾烈さを増し、原材料

価格の動向と相俟って収益環境は引き続き厳しさを増していくものと思われます。  

 また、デジタル商品事業に関しましては、国内の家電需要は安定的に推移するものと思われますが、消

費者ニーズの多様化・高度化が進み、価格競争も激化するなど厳しい事業環境が続くものと思われます。 

 このような状況の中で、当社グループと致しましては、更に事業を飛躍させていくために、特に以下の

４点を重要課題として取り組んでおります。 

  

(1) 優秀な人材の確保 

 今後の業務量のさらなる拡大及び消費者ニーズの多様化・高度化に対応するため、引き続き有能な

人材を国内外において確保し、育成していくことが急務であると考えております。 

  

(2) 利益率の改善と収益の拡大 

 今後、高利益率で需要の伸びが期待できる商品の売上比率を一段と高め、収益の拡大に努めてまい

ります。 

  

(3) 仕入コストと販売費及び一般管理費の削減 

 今後予想される価格競争の激化に対応するため、中国の協力工場との協業関係を通じた低価格商品

の調達を一段と推進いたします。また、販売費一般管理費の削減を徹底して収益力の向上を図りま

す。 

  

(4) 品質管理機能の強化 

 当社の強みである深圳のＱＡセンターの品質管理機能を強化し、品質や環境保全に関する顧客の要

求水準の一段の高度化に迅速に対応してまいります。  

 また、グリーン調達認証取得協力工場の拡大、ISO9001の取得(平成19年７月末本社取得予定)等を

目指してまいります。 

  



４ 【事業等のリスク】 

 当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクは以下のようなもの

があります。 

 但し、これらは当社グループに関する全てのリスクを網羅したものではなく、記載された事項以外のリ

スクも存在し発生する可能性もあります。これらのリスク発生により当社グループの事業、業績および財

政状況に影響を及ぼす可能性もあります。 

 なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成19年６月28日）現在において当

社グループが判断したものであります。 

  

(1) 最近の営業活動によるキャッシュ・フローの状況について 

 当社グループの営業活動によるキャッシュ・フローの状況は、平成17年3月期連結会計年度におい

て352,368千円のマイナス、平成19年3月期連結会計年度において567,463千円のマイナスとなりまし

た。平成17年3月期及び平成19年3月期連結会計年度における営業キャッシュ・フローのマイナスは、

主に売上高の増加に伴う売掛金及びたな卸資産の増加によるものです。現在は新たな研究開発投資は

行わず、商品開発活動に限定するとともに、販売形態もＯＥＭを中心とし、回収期間の短縮化に努め

ております。ＯＥＭ形態の販売が順調に進まず、見込み販売形態の比重が高まり、また売掛金回収期

間の短縮化が達成できなかった場合、又はたな卸資産が増加した場合には、当社の営業活動によるキ

ャッシュ・フローに影響を与える可能性があります。 

  

(2) 特定販売先（キヤノングループ）製品向け売上依存度が高いことについて 

 平成18年3月連結会計年度における当社グループ全体の売上高の47.5%、また平成19年3月連結会計

年度における当社グループ全体の売上高の49.4%がキヤノン製品向け売上高（注）となっています。

当社グループとしては、自動車用、産業用など他の日系企業への販路拡大、新規販売先の開拓にも努

めておりますが、特定販売先への依存度の高い現段階において当該特定販売先が当社グループの商品

の発注を減少あるいは中止した場合には当社グループ業績に大きな影響を与える可能性があります。

（注）当社グループのキヤノン関連の売上高は、主にキヤノン製品用プリント基板を納入しているキヤノンの現

地工場及び実装業者向け売上高の合計です。 

  

(3) 商品の欠陥について 

 当社グループは顧客のニーズに基づき各種電子部品・商品を協力工場に製造委託をし、厳格な品質

管理基準に沿って部品・商品の品質安定に努めております。しかしながら、部品・商品の高密度化、

高難度化傾向が高まる中で、すべての部品・商品に欠陥がなく、今後も顧客クレームが発生しないと

いう保証はありません。万一、クレーム等の対応に多額の費用が発生したり、当社グループの評価に

著しい影響が及んだ場合は、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。なお、当社グル

ープは製造物責任賠償については保険に加入していますが、この保険が最終的に負担する賠償額を十

分にカバーできるという補償はありません。 

  

(4) 法的規制について 

 当社グループ取扱商品については、使用原材料の安全性から、最終商品の使用にいたるまで各種の

規制を確実に遵守することが義務づけられています。また、当社グループ製品は、海外にも供給され

ております。当社グループとしては、不公正な取引を行なわないことは勿論、公正な競争にうち勝つ

努力を続けてまいりますが、国内外における予想外の規制変更によるリスク、法令解釈の不透明さか



らくる運用面の違いによるリスクにさらされています。かかるリスクが実際に発生した場合には当社

グループ業績に影響を与える可能性があります。 

  

(5) 競合について 

①中国基板メーカーの技術力の向上と部品・商品の高品質化 

 現在は中国所在の日系セットメーカーの厳しい品質基準の要求と中国基板メーカー商品の品質との

間には大きなギャップが存在しております。当社はＱＡセンターを設けて中国の協力工場における品

質管理、技術指導及び環境対応を図ることで、日系顧客ニーズに対応できる商品を提供しております

が、将来、中国の協力工場の技術力向上により独自で高品質の部品・商品を供給できる体制が整った

場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

②日本の基板メーカーの海外進出 

 現状当社グループが生産を委託する地域への日系同業メーカーの進出は少なく、当社グループの営

業に与える影響は限定的ですが、当社グループと競合する日本国内メーカーの海外進出が増加するに

つれて、現地での受注競争の激化が予想されます。今後、価格競争が一段と激化した場合、または品

質管理・納品管理等が不十分となった場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

③中国協力工場のコストアップ 

 当社グループは中国の協力工場に商品の製造委託をしておりますが、人民元がＵＳドルに対し大幅

な切り上げになった場合、当社グループの仕入商品の価格上昇が生じる可能性があり、当社グループ

の業績に影響を与える可能性があります。 

  

(6) 海外進出に潜在するリスクについて 

 当社グループ事業の大部分は、中国、タイ、ベトナム等日本国外で行われております。そのような

市場において企業活動を行っていく場合、不利な政治または経済要因の発生や現地の予期しない法律

または規制の変更等による経済リスク、戦争・テロ・疫病等の政治的・社会的リスクなど、現時点で

は予測不可能なリスクが内在している可能性があります。これらの潜在リスクに適切に対処していく

ことができない場合は、当社グループの経営成績や財務状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(7) 製品、原材料市況変動リスクについて 

 原油や銅など各種原材料価格の高騰が続く場合、当社が中国の協力工場から調達する商品の仕入れ

価格は上昇する傾向にあります。この原材料高騰分を顧客に転嫁するために当社グループは顧客と値

上げ交渉を行いますが、仕入れ価格の上昇分を早期に全額顧客に転嫁できない場合には当社の利益率

が低下し、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。  

  

(8) 為替リスクについて 

 現在は当社のKFE HONG KONG CO., LIMITEDからのＵＳドル建て輸入債務とKFE HONG KONG CO., 

LIMITEDに対するＵＳドル建て債権の差額が為替変動によって発生するリスクにさらされておりま

す。さらに、今後海外取引先からのＵＳドル建て輸入が増加する可能性があります。当社としては、

企業経営の健全性から取引採算を確定し、相場変動が取引採算に及ぼす顧客に対してＵＳドルでの決

済を拡大させることで、差額の解消に努めておりますが、今後、ＵＳドルの動向により為替差損が発

生する場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。  

 また、連結財務諸表の作成において、在外子会社の現地通貨建て財務諸表を円換算しておりますの

で、在外子会社の現地通貨による価値が変わらなかったとしても、換算時の為替相場により換算後の



価値が影響を受ける可能性があります。  

  

(9) 個人情報の管理について 

 当社ではデジタル商品事業で個人情報を保有していますが、個人情報の管理の徹底を図るために、

個人情報管理規程を整備し対応しています。  

 しかしながら、万一何らかの原因により情報が漏洩する事態が発生した場合には、当社の社会的信

用の失墜、売上の減少あるいは損害賠償の請求など、当社の業績に影響を与える可能性があります。

  

(10) ストックオプション制度と株式の希薄化について 

 当社は役職員の意欲や士気を高めることを目的として、平成15年3月25日開催の臨時株主総会及び

平成16年6月29日開催の定時株主総会において、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び同法第280条ノ

21並びに同法第280条ノ27の規定に基づく新株予約権を付与することを、また平成19年6月28日開催の

定時株主総会において、平成18年５月施行会社法236条、第238条及び239条の規定に基づく新株予約

権を付与すること決議しております。  

 平成19年6月28日現在の新株予約権等による潜在株式数は3,314株であり、発行済み株式19,550株の

17.0%に相当しております。  

 当社では、今後もストックオプション制度を活用して行く方針でありますが、ストックオプション

の数量及び条件、当社株式上場後の株価の推移などの状況によっては、かかるストックオプションの

付与又はその行使により、他の株主の当社株式に対する支配権及び経済的持分が希薄化するおそれが

あります。  

  

(11) デジタル商品事業について 

 デジタル商品事業については、平成17年11月より組織体制を見直し、商品開発の専門家、マーケテ

ィング（営業）及びデザイナー等、人員を拡充いたしました。  

 平成19年３月期においては、売上高は当初予算を上回る実績を達成し、収益力も大きく改善しつつ

ありますが、依然営業損失を計上しております。平成19年10月１日付で新会社を設立し、デジタル商

品事業の営業を新設分割により承継させ、平成20年３月期以降黒字化を見込んでおりますが、事業が

計画通りに進捗しない場合には当社の連結ベースの業績に影響を与える可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

（会社分割について）  

 当社は、平成19年４月18日開催の取締役会において、デジタル・アプライアンス事業の全部を会社分

割し、新たに設立する「エグゼモード株式会社」(以下、「新設分割設立会社」という)に承継すること

を決議いたしました。  

 なお、本件は平成19年６月28日開催の当社第８期定時株主総会において承認されております。  

  

１． 会社分割の目的  

 当社の今後の成長基盤のひとつと位置づけられるデジタル・アプライアンス事業を会社分割の手法を

用いて当社の完全子会社化とすることにより、戦略的意思決定の迅速化、経営責任の明確化及び投資効

率の極大化を図り、スピード感のある経営と機動的な業務執行を可能とする体制の構築を目的としてお

ります。それにより、業務提携や将来の株式公開も視野に入れた同事業の飛躍的な成長を実現し、当社

の企業価値の最大化を進めてまいります。  

  

２． 会社分割の要旨  

① 分割の方法  

 当社を分割会社とし、新たに設立する会社を承継会社とする分社型の新設分割であり、新設会社

が分割により発行する株式の総数を当社に割り当てる分割です。  

② 株式の割当 

 当社は、本件事業の価値につき検討を行った結果、新設会社に承継する株主資本の額を28百万円

と見込み、新設会社が発行する株式をすべて当社に割り当てることを決定いたしました。 

③ 分割の日程  

 分割計画書承認取締役会  

  平成１９年４月１８日  

 分割期日  

  平成１９年１０月１日（予定）  

 分割登記  

  平成１９年１０月１日（予定）  

④ 分割により減少する資本金等  

  分割により減少する資本金等はありません。 

⑤ 分割会社の新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い  

 当社は新株予約権を発行していますが、本分割によるこれら新株予約権の取扱いに変更はありま

せん。また分割会社が発行している新株予約権付社債はありません。  

⑥ 新設会社が承継する資産・負債 

 

 
  

流動資産 691百万円

固定資産その他 6百万円

資産合計 697百万円

流動負債 670百万円

固定負債 0百万円

負債合計 669百万円

(注) 上記は、平成19年３月31日現在の監査前貸借対照表の
数値を基にしているため、分割により実際に譲渡する
金額とは異なります。



⑦ 新設会社が承継する権利義務  

 新設分割効力発生日後、分割計画書の定めるところにより、分割期日における当社の分割対象事

業に属する資産・債務・雇用契約およびその他の権利義務を承継します。なお、当社から承継する

債務につきましては、免責的債務引受の方法によるものとします。 

⑧ 債務履行の見込み 

 当社および新設会社ともに、新設分割期日以降の債務履行の確実性については問題ないと判断し

ています。  

  

３. 新設分割の後の新設分割設立会社となる会社の概要  

 
  

  

６ 【研究開発活動】 

(1) 商品開発目的 

当社は原則として今後基礎研究に係る研究開発活動は行いませんが、デジタル商品事業の商品開発は

今後も行う予定です。 

  

(2) 商品開発体制(組織、人員) 

平成17年11月にデジタル商品事業の組織体制を見直しました。新体制では、基礎的な研究開発は行わ

ず、商品開発に徹しております。商品開発の専門家、マーケティング（営業）、品質管理専門家及びデ

ザイナー等、人員を拡充し、現在当社グループ全体で10名の体制となっております。 

  

(3) 主要な商品開発課題 

主要商品開発テーマ 

中国で設計されたデジタルカメラ、液晶テレビ等を国内の基準（注1）に合わせるための設計変更、

日本向けデザインや画面表示の変更等の商品開発を行う予定です。また、ワンセグ対応機器用のソフト

開発も予定しております。 

 当連結会計年度における当社が支出した研究開発費の総額は6,175千円であります。 

(注1) 日本国内の周波数基準、日本の音声多重放送方式、NTSC（*）及び受信のチャンネル設定等が必要となりま

す。 

(*)National TV Standards Committeeの略で、日本のTV放送やDVD-Videoで利用されているカラーテレビの信

号方式です。 

  

① 商号  エグゼモード株式会社 

② 本店所在地 東京都千代田区神田和泉町１番地１-１３ 蓼沼ビル４階

③ 代表者の氏名 取締役社長 藤岡淳一

④ 資本金の額 １０百万円 

⑤ 純資産の額 ３０百万円（予定）

⑥ 総資産の額 ７００百万円（予定） 

⑦ 事業の内容 電子機器用製品及び部品、通信機器用製品及び 部品の製造、販売及び輸出入 家
庭用電気製品の販売及び輸出入  
 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当社グループの財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。なお、文中における将来に

関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループ(当社及び連結子会社）が判断したものであ

ります。 

  

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づい

て作成しております。この連結財務諸表の作成にあたりまして、当社は過去の実績値や現状等を踏ま

え、合理的と判断される前提に基づき継続的に見積もり、判断及び評価を行っております。  

 当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表

等」の「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しておりますが、当社グループが、

当連結会計年度末において、見積り、判断及び評価等により、当社の連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

すと考えているものとしては、財務諸表の健全性確保のための長期滞留棚卸資産の強制評価減などがあ

げられます。 

なお、見積り、判断及び評価については、過去の実績や現状等に基づいて合理的と考えられる要因等

に基づいて行っておりますが、見積りや評価には、不確実性が伴うため、実際の結果と異なる場合があ

ります。 

  

(2) 経営成績の分析 

(売上高) 

売上高は前連結会計年度に比べ15.8%増収の11,521,884千円となりました。電子部品事業につきまし

ては、国内でのＤＶＤ用多層板の量産受注の増加を主因に、連結ベースでの売上高は前年同期比5.5%増

の10,159,122千円となりました。また、期中に協力工場を新たに２社開拓し、調達力の強化に努めまし

た。デジタル商品事業につきましては、平成17年11月に発足した新体制の下で、販売体制、商品開発体

制、取扱商品、調達ルート、販売チャネル等を全面的に見直したことにより、売上高は前年同期比

324.6%増の1,362,762千円となりました。 

  

(売上原価・売上総利益) 

電子部品事業につきましては、①海外において低利益率の実装取引を縮小し、営業の重点をより利益

率の高い多層板へシフトしたこと、②原材料価格上昇の対策として、期初にプリント基板材料の在庫積

み増しを行い、値上がり益を確保したこと、③仕入価格上昇分の顧客転嫁を進めたことにより、売上総

利益率は前年同期比0.3ポイント改善しました。デジタル商品事業につきましては、当社及び当社商品

の市場における認知度の向上が進み、売上総利益率は前年同期比0.3ポイント改善しました。  

 この結果、売上原価は前連結会計年度に比べ15.6%増加の10,273,810千円となり、売上総利益は前連

結会計年度に比べ17.9%増の1,248,074千円となりました。 

  

(販売費及び一般管理費、営業利益) 

販売費及び一般管理費は前連結会計年度に比べ21.2%増加し、1,009,759千円となりました。販売費及

び一般管理費が増加した主な要因は、①デジタル商品事業再編・売上増に伴う経費増、②上場関連費用

及び管理部門強化に伴う経費増、③香港・深圳地区の事業拡大に伴う経費増によるものです。 

以上の結果、営業利益は前連結会計年度に比べ5.7%増加し、238,314千円となりましたが、販売費及



び一般管理費の増加を補いきれず、営業利益率は2.1%と前連結会計年度に比べ、0.2ポイントの悪化

となりました。 

  

(営業外損益、経常利益) 

営業外収益は23,740千円、営業外費用は27,432千円となりました。営業外収益の主要項目は為替差益

等であり、営業外費用の主要項目は支払利息であります。その結果、経常利益は前連結会計年度に比べ

4.9%増加し、234,621千円となりましたが、販売費及び一般管理費の増加を補いきれず、経常利益率は

2.0%と前連結会計年度に比べ、0.2ポイントの悪化となりました。 

  

(特別損益、税金等調整前当期純利益) 

特別損益は、機械装置及び運搬具の売却益及び除売却損を計上した結果、6,115千円の利益となりま

した。その結果、税金等調整前当期純利益は前連結会計年度に比べ12.8%増加し、240,737千円となりま

した。 

  

(当期純利益) 

法人税、住民税及び事業税と税効果会計適用に伴う法人税等調整額を併せた税金費用は34,740千円と

なりました。また少数株主利益は132千円でした。その結果、当期純利益は前連結会計年度に比べ9.7%

増加し、205,865千円となりました。 

  

(3) 財政状態の分析 

当連結会計年度の資産合計は前連結会計年度に比べ1,244,925千円増加し、4,566,693千円となりまし

た。主な要因は、デジタル商品事業の売上増加に伴い、受取手形及び売掛金が743,466千円、たな卸資

産が164,819千円それぞれ増加したことによるものです。 

一方、負債合計は前連結会計年度に比べ613,641千円増加し、3,116,328千円となりました。主な要因

は、支払手形及び買掛金が126,270千円、短期借入金が484,062千円それぞれ増加したことによるもので

す。 

純資産合計は、公募増資による資本金の増加209,760千円、資本剰余金の増加209,760千円及び利益剰

余金の増加205,866千円により、前連結会計年度に比べ631,284千円増加し、1,450,365千円となりまし

た。 

  

(4) キャッシュ・フローの分析 

当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、921,941千円（前年同期比266,617千円増

加）となりました。これは、営業活動におけるキャッシュ・フローが567,463千円の支出超過となり、

また投資活動によるキャッシュ・フローが64,134千円の支出超過となりましたが、財務活動におけるキ

ャッシュ・フローが894,182千円の収入超過となったことによるものです。 

  

a.営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは、567,463千円の支出超過（前年は411,446千円の収入超過）と

なりました。これは主に税金等調整前当期純利益240,737千円、デジタル商品事業の売上増加に伴う売

上債権の増加による資金減少731,380千円、たな卸資産の増加による資金減少163,884千円、仕入債務の

増加による資金増加116,820千円等によるものです。 

  



b.投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フローは、64,134千円の支出超過（前年は15,813千円の支出超過）とな

りました。これは主に定期預金の預入れによる支出20,002千円、有形固定資産の取得による支出49,130

千円、投資有価証券の取得による支出9,982千円及び有形固定資産の売却による収入13,187千円等によ

るものです。 

  

c.財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フローは、894,182千円の収入超過（前年は56,541千円の支出超過）と

なりました。これはデジタル商品事業の輸入に係る短期借入金の純増加額483,540千円、社債の発行に

よる収入98,090千円、公募増資の株式の発行による収入414,504千円、長期借入金の返済による支出

91,953千円、社債の償還による支出10,000千円によるものです。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資等の総額は53,374千円であり、事業の種類別セグメントの設備投資の状況は

次のとおりであります。 

  

（１）電子部品事業 

当連結会計年度においては、検査工具購入を中心とする総額23,834千円の投資を実施しました。 

なお、重要な設備の除却または売却はありません。 

  

（２）デジタル商品事業 

当連結会計年度においては、ライセンスソフトに総額3,050千円の投資を実施しました。 

なお、重要な設備の除却または売却はありません。 

  

（３）全社共通 

当連結会計年度においては、社用車を中心とする総額26,489千円の投資を実施しました。 

なお、当連結会計年度においては、社用車19,627千円の売却及び除却を実施しました。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 現在休止中の主要な設備はありません。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

３ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であります。 

  

(2) 国内子会社 

該当事項はありません。 

  

(3) 在外子会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 現在休止中の主要な設備はありません。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

３ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であります。 

４ KFE (SHENZHEN) CO., LTD.で使用している建物及び構築物、機械装置及び運搬具はすべてKFE HONG KONG 

CO.,LIMITEDの保有資産となっております。 

５ 連結決算日（平成19年3月31日）の直物為替相場は以下の通りです。 

  １USドル＝118.05円、１バーツ＝3.67円 

  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 

名称
設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

本社 
(神奈川県横浜
市港北区)

電子部品事
業 
デジタル商
品事業

事務所設備
等

2,935 13,556 － 6,353 22,845
23
(3)

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の 
内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他
(注3)

合計

KFE HONG KONG 
CO.,LIMITED

本社 
(中国香
港)

電子部品 
事業 事務所 

設備等
834 24,502 － 1,741 27,078 23

デジタル 
商品事業

KFE (SHENZHEN)   
CO.,LTD.

本社 
(中国深
圳)

電子部品 
事業

品質管 
理測定 
装置等

(注4) (注4) － (注4) (注4) 154デジタル 
商品事業

KFE (THAILAND)  
CO.,LTD.

本社 
(タイ王
国 バ ン
コク)

電子部品 
事業

事務所 
設備等

－ － － 1,416 1,416 5



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別
セグメントの

名称
設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了予定 

年月
完成後の 
増加能力総額 

(千円)
既支払額 
(千円)

KFE (SHENZHEN) 
 CO., LTD.

中国深圳
電子部品事
業

高湿恒湿
槽

1,247 － 自己資金
平成19年 

１月
平成19年 

４月
基板検査 

機能の強化

中国深圳
電子部品事
業

メニスコ
グラフ

3,470 － 自己資金
平成19年 

３月
平成19年 

４月
基板検査 

機能の強化

中国深圳
電子部品事
業

電子顕微
鏡

19,680 － 自己資金
平成19年 

３月
平成19年 

４月
基板検査 

機能の強化

中国深圳
電子部品事
業

ＣＭＩテ
スター

753 － 自己資金
平成19年 

３月
平成19年 

４月
基板検査 

機能の強化

中国深圳
電子部品事
業

社内基準
器用機器

810 － 自己資金
平成19年 

４月
平成19年 

４月
基板検査 

機能の強化

中国深圳
電子部品事
業

冷熱衝撃
試験機

7,000 － 自己資金
平成19年 

５月
平成19年 

５月
基板検査 

機能の強化

中国深圳
電子部品事
業

リフロー
炉

7,000 － 自己資金
平成20年 

１月
平成20年 

２月
基板検査 

機能の強化

中国深圳
電子部品事
業

信頼性試
験機の設
置費

3,000 － 自己資金
平成19年 

12月
平成20年 

１月
基板検査 

機能の強化

中国深圳
電子部品事
業

ＧＣＭＳ 11,023 － 自己資金
平成20年 

１月
平成20年 

２月
基板検査 

機能の強化

中国深圳
電子部品事
業

六価クロ
ム分析装
置

832 － 自己資金
平成20年 

１月
平成20年 

２月
基板検査 

機能の強化

中国深圳
電子部品事
業

レーザー
マーカー
一式

3,000 － 自己資金
平成19年 

６月
平成20年 

６月
基板検査 

機能の強化

中国深圳
電子部品事
業

ＣＭＩテ
スター測
定装置

700 － 自己資金
平成19年 

10月
平成19年 

10月
基板検査 

機能の強化

中国深圳
電子部品事
業

社用車 7,345 － 自己資金
平成19年 

11月
平成19年 

11月
－

KFE HONG KONG 
 CO., LIMITED

中国香港 全社
ＥＲＰソ
フト

22,258 － 自己資金
平成19年 

10月
平成20年 

１月
経営管理 
の迅速化

合計 88,118 － － － － －



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 
(注) 平成19年6月28日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、発行可能株式総数は同日より43,000

株増加し78,200株となっております。 

  

② 【発行済株式】 

 
(注)  提出日現在の発行数には、平成19年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 35,200

計 35,200

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 19,550 19,550
名古屋証券取引所
(セントレックス)

―

計 19,550 19,550 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び同法第280条ノ21並びに同法第280条ノ27の規定に基づき発行し

た新株予約権は、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 当該新株予約権は、平成15年3月25日開催の臨時株主総会の決議に基づき付与されたものですが、その行使

条件及び行使期間が異なるため、(イ)及び(ロ)に分けて記載しております。 

２ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。 

３ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

 
  また、新株予約権発行後、払込価額を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使による場合を除く。）

を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

 
  

臨時株主総会の特別決議日（平成15年3月25日）(イ) (注)１

事業年度末現在
(平成19年3月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年5月31日)

新株予約権の数（個） 1,000 1,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,000 (注)２ 1,000 (注)２

新株予約権の行使時の払込金額（円） 100,000 (注)３ 同左

新株予約権の行使期間
自 平成15年5月 1日
至 平成25年2月28日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格   100,000
資本組入額   50,000

同左

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割当てを受
けた者が死亡した場合
は、相続人がその権利を
行使することができるも
のとする。

② 新株予約権の質入れ、担
保権の設定その他の処分
は認めないものとする。

③ その他条件については、
当社と新株予約権の割当
てを受けた者との間で締
結する「新株予約権割当
契約」に定めるところに
よる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡につき取締役会の承認を
要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

 
調整後払込金額

 
＝

 
調整前払込金額

 
×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数



 
(注) １ 当該新株予約権は、平成15年3月25日開催の臨時株主総会の決議に基づき付与されたものですが、その行使

条件及び行使期間が異なるため、(イ)及び(ロ)に分けて記載しております。 

２ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。 

３ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

 
  また、新株予約権発行後、払込価額を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使による場合を除く。）

を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

 
  

臨時株主総会の特別決議日（平成15年3月25日）(ロ) (注)１

事業年度末現在
(平成19年3月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年5月31日)

新株予約権の数（個） 274 274

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 274 (注)２ 274 (注)２

新株予約権の行使時の払込金額（円） 100,000 (注)３ 同左

新株予約権の行使期間
自 平成17年5月 1日
至 平成25年2月28日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格   100,000
資本組入額   50,000

同左

新株予約権の行使の条件

権利行使時において当社の常
勤取締役、常勤監査役及び従
業員又は当社子会社の常勤取
締役、常勤監査役及び従業員
であることを要するものとす
る。ただし、当社及び当社子
会社の常勤取締役、常勤監査
役を任期満了により退任した
場合は退任後、従業員が定年
退職した場合は退職後2年間
はこの限りでない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡につき取締役会の承認を
要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

 
調整後払込金額

 
＝

 
調整前払込金額

 
×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数



 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

 
  また、新株予約権発行後、払込価額を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使による場合を除く。）

を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

 
  

定時株主総会の特別決議日（平成16年６月29日）

事業年度末現在
(平成19年3月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年5月31日)

新株予約権の数（個） 40 40

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 40 (注)１ 40 (注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 100,000 (注)２ 同左

新株予約権の行使期間
自 平成18年6月30日
至 平成25年2月28日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格   100,000
資本組入額   50,000

同左

新株予約権の行使の条件

権利行使時において当社の常
勤取締役、常勤監査役又は従
業員であることを要するもの
とする。ただし、当社の常勤
取締役、常勤監査役を任期満
了により退任した場合は退任
後、従業員が定年退職した場
合は退職後2年間はこの限り
でない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡につき取締役会の承認を
要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

 
調整後払込金額

 
＝

 
調整前払込金額

 
×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 株式分割（1:10)による増加であります。 

２ 有償第三者割当  割当先：安田企業投資1号投資事業有限責任組合、安田企業投資2号投資事業有限責任組

合、投資事業組合NED3号業務執行組合（安田企業投資2号投資事業有限責任組

合に統合）、あさひ銀事業投資株式会社（現 りそなキャピタル株式会社）、

横浜キャピタル株式会社、ゆめファンド2号投資事業組合、 

発行価格100,000円、資本組入額50,000円 

３ 有償第三者割当  割当先：ダイヤモンドキャピタル株式会社（現 三菱ＵＦＪキャピタル株式会社）、大

分ベンチャーキャピタル株式会社、大分ブイシーサクセスファンド2号投資事

業有限責任組合 

発行価格150,000円、資本組入額75,000円 

４ 有償一般募集(ブックビルディング方式) 

  発行価格190,000円、引受価額174,800円、資本組入額87,400円 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成14年11月14日 
（注1）

12,240 13,600 - 68,000 - 57,000

平成14年12月4日 
 (注2)

3,000 16,600 150,000 218,000 150,000 207,000

平成16年9月2日 
（注3）

550 17,150 41,250 259,250 41,250 248,250

平成18年11月17日 
（注4）

2,400 19,550 209,760 469,010 209,760 458,010



(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注)上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が５株含まれております。 

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
  

  

区分

株式の状況

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― ― 2 36 8 4 1,411 1,461 ―

所有株式数 
(株)

― ― 6 2,218 268 20 17,038 19,550 ―

所有株式数 
の割合(％)

― ― 0.03 11.35 1.37 0.10 87.15 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数 

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

原田隆朗 東京都大田区 8,607 44.03

高橋理之 埼玉県本庄市 1,473 7.53

安田企業投資1号投資事業有限責任組合 東京都千代田区麹町4-2-7 1,000 5.12

安田企業投資2号投資事業有限責任組合 東京都千代田区麹町4-2-7 700 3.58

アイ・ティー・エックス株式会社 東京都千代田区霞ヶ関3-2-5 504 2.58

株式会社システムプロ 横浜市西区みなとみらい2-2-1 406 2.08

三菱ＵＦＪキャピタル株式会社 東京都中央区京橋2-14-1 350 1.79

日邦工業株式会社 東京都大田区北嶺町2-10 262 1.34

トウヨウセキユリテイーズアジアリミテ
ツドアカウントリヨウジフルカワ 
常任代理人 東洋証券株式会社

東京都中央区八丁堀4-7-1 252 1.29

田中俊雄 東京都目黒区 230 1.18

計 ― 13,784 70.51



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注)「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が５株(議決権５個)含まれてお

ります。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 19,550 19,550 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 19,550 ― ―

総株主の議決権 ― 19,550 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―



(8) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び同法第280条の21並びに同法第280条ノ27の規定に

基づく新株予約権につき、平成15年3月25日開催の臨時株主総会及び平成16年6月29日開催の定時株主総

会にて特別決議されたものであります。 

  

(平成15年3月25日開催の臨時株主総会に基づく新株予約権の付与(イ)) 

  

 
  

(平成15年3月25日開催の臨時株主総会に基づく新株予約権の付与(ロ)) 

  

 
  

決議年月日 平成15年3月25日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役 １

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―――――

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項

―――――

決議年月日 平成15年3月25日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役  １
当社従業員  ６ 
子会社従業員 ５

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―――――

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項

―――――



(平成16年6月29日開催の定時株主総会に基づく新株予約権の付与) 

  

 
  

(平成19年6月28日開催の定時株主総会に基づく新株予約権の付与) 

  

 
(注)１ 付与対象者の区分及び人数の詳細は当定時株主総会後に開催予定の取締役会で決議いたします。 

２ 各新株予約権の行使により発行する株式数は2,000株とする。このうち、取締役を付与対象とする新株予約

権の目的である株式数は1,800株を上限とする。  

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものと

する。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる

株式の数について行われ、調整の結果生じる1株未満の株式については、これを切り捨てるものとする。  

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率  

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新

設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。  

決議年月日 平成16年6月29日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社監査役 １

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―――――

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項

―――――

決議年月日 平成19年6月28日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社及び当社子会社の役職員（注）1

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 2,000（注）2

新株予約権の行使時の払込金額(円) 200,000（注）3

新株予約権の行使期間 平成21年７月１日から平成29年６月30日

新株予約権の行使の条件 （注）4

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡につき取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―――――

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項

―――――



３ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額またはその算定方法  

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各新株予約権の行使により発行する株式1株あたり

の金額（以下「行使価額」という）に、新株予約権1個あたりの目的となる株式数を乗じた金額とする。  

行使価額は200,000円とする。  

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整

し、調整による1円未満の端数は切り上げる。  

 
また、時価を下回る価額で募集株式を発行（株式の無償割当による株式の発行および自己株式を交付する

場合を含み、新株予約権（新株予約権付社債も含む）の行使による場合および当社の普通株式に転換でき

る証券の転換による場合を除く）するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整による1円未満の端

数は切り上げる。  

 
上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除し

た数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新

規発行前の株価」を「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとする。  

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が

新規分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。  

４ ①新株予約権者は、新株予約権の行使時において当社の取締役または監査役、または従業員であることを

要する。 

新株予約権の権利行使時において、当社及び当社子会社の役職員の地位を保有していることを要する。

ただし、当社及び当社子会社の取締役もしくは監査役を任期満了により退任した場合または当社または

当社子会社の従業員が定年により退職した場合は、退任または退職後２年間はこの限りでない。 

②新株予約権の質入れ、担保権の設定その他の処分は認めないものとする。 

③新株予約権者に法令もしくは社内規則に違反する重大な行為があった場合等、新株予約権の発行目的上

新株予約権者に本新株予約権を行使させることが相当でないとされる事由として、当社取締役会決議で

定める事由が生じた場合は、本新株予約権を行使できないものとする。 

④新株予約権の割当を受けたものが死亡した場合は、相続人はその権利を行使することができないものと

する。 

⑤その他条件については、本取締役会及び定時株主総会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた

ものとの間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

  

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

 
調整後払込金額

 
＝

 
調整前払込金額

 
×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数



２ 【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 

該当事項はありません。 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。  

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社としては成長に応じた株主への利益還元を経営の最重要課題と考え、株主還元と内部留保の充実の

バランスを総合的に勘案して、配当政策を決定する方針であります。  

 当期につきましては、経営基盤の一層の強化に備えるための内部留保の充実を優先することとし、当期

を基準日とする剰余金の配当は予定しておりません。この内部留保につきましては、販売拠点の拡充のた

めの資金需要やＱＡセンターの品質管理機能強化のための検査機器等の設備投資に備えるためであり、将

来的には収益の向上を通じて株主の皆様に還元できるものと考えております。  

 次期につきましては、４期連続の増収・増益を予定しておりますので、上記方針のもと収益状況や財務

状況等を総合勘案した上で、現金配当を実施する予定です。  

なお、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定めております。 

  



４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、名古屋証券取引所(セントレックス)におけるものであります。 

当社株式は、平成18年11月20日から名古屋証券取引所(セントレックス)に上場されております。それ以前につ

いては、該当事項はありません。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、名古屋証券取引所(セントレックス)におけるものであります。 

当社株式は、平成18年11月20日から名古屋証券取引所(セントレックス)に上場されております。それ以前につ

いては、該当事項はありません。 

  

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高(円) ― ― ― ― 117,000

最低(円) ― ― ― ― 79,000

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月

最高(円) ― 117,000 102,000 90,000 99,000 108,000

最低(円) ― 91,100 91,000 80,000 79,000 85,500



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役 
社長

― 原田隆朗 昭和34年6月16日

平成 3年 4月 日本インベストメント・ファイナ

ンス株式会社（現エヌ・アイ・エ

フSMBCベンチャーズ株式会社）入

社

(注3) 8,607

平成 4年10月 大和サンコー株式会社 香港出向

平成 7年 6月 大和サンコー株式会社 香港社長

平成 8年 9月 フォーネット株式会社 香港会長

平成11年 4月 KYOEI FUTABA ENGINEERING 

CO., LIMITED（現KFE HONG  

KONG CO., LIMITED）

Managing Director（現任）

平成12年 1月 当社設立  

代表取締役社長（現任）

平成17年 5月 KFE (SHENZHEN) CO., LTD. 

Managing Director（現任）

常務取締役
電子部品 

事業本部長
高橋理之 昭和27年6月26日

昭和46年 4月 キヤノン株式会社 入社

(注3) 1,473

昭和59年 4月 キヤノンコンポーネンツ株式会社 

出向

平成10年 3月 KYOEI FUTABA ENGINEERING  

CO., LIMITED  

(現KFE HONG KONG  

Co., LIMITED) Director 

（現任）

平成10年 9月 F & I FOOD LIMITED.  

代表取締役社長

平成16年 3月 当社取締役

平成17年 4月 当社常務取締役電子部品事業本部

長（現任）

平成17年 5月 KFE(SHENZHEN)CO.,LTD.  

Director（現任）

常務取締役
管理本部長
(ＣＦＯ)

森永成一郎 昭和16年11月9日

昭和40年 4月 株式会社埼玉銀行（現株式会社り

そな銀行）入行

(注3) ―

昭和56年10月 東京営業第二部 部長

平成 3年 5月 ドイツ協和埼玉銀行（協和埼玉銀

行のドイツ現地法人）社長

平成 6年 6月 あさひ証券株式会社 取締役

平成 8年 6月 同社常務取締役

平成11年 6月 あさひ銀事業投資株式会社（現り

そなキャピタル株式会社)常務取

締役

平成15年 7月 当社常勤監査役

平成19年 6月 当社常務取締役管理本部長 

(ＣＦＯ)（現任）

取締役
経営企画室

長
谷内正彦 昭和27年7月24日

昭和50年 4月 株式会社東京銀行（現株式会社三

菱東京UFJ銀行）入社

(注3) ―

平成14年12月 サイバーレーザー株式会社 入社

平成16年 4月 株式会社日本海洋科学 入社

平成17年 7月 ディアナサン株式会社 入社

平成17年12月 当社入社、ＣＦＯ

平成18年 3月 当社取締役ＣＦＯ

平成19年 6月 当社取締役経営企画室長兼 

KFE HONG KONG CO.,LIMITED  

Director（現任）



  

 
  

(注1) 取締役青井倫一は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

(注2) 監査役富澤秀之及び那須清重は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

(注3) 取締役の任期は、平成19年３月期に係わる定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係わる定時株主総会終

結の時までであります。 

(注4) 監査役磯貝允宏及び那須清重の任期は、平成19年３月期に係わる定時株主総会終結の時から平成23年３月期に

係わる定時株主総会終結の時までであります。 

(注5) 富澤秀之監査役の任期は、平成18年８月18日に開催された臨時株主総会の終結の時から平成22年３月期に係わ

る定時株主総会終結の時までであります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役 
(非常勤) 
(注1)

― 青井倫一 昭和22年2月16日

昭和55年 4月 慶応義塾大学大学院経営管理研究

科助教授

(注3) 10

平成 2年 4月 慶應義塾大学大学院経営管理研究

科 教授（現任）

平成13年 4月 慶應義塾大学ビジネススクール校

長

平成17年12月 当社顧問

平成18年 3月 当社取締役（現任）

平成19年 3月 株式会社メディアイノベーション

取締役（現任）

常勤監査役 ― 磯貝允宏 昭和19年1月3日

昭和42年 3月 富士重工株式会社 入社

(注4) ―

昭和48年 3月 ソニー株式会社 入社

平成 2年 8月 プリントメディア部 事業部長

平成13年 1月 e-Print Co. 技術渉外担当部長

平成15年 9月 当社 入社 電子部品事業本部

平成19年 6月 当社常勤監査役（現任）

監査役 
(注2)

― 富澤秀之 昭和28年5月27日

昭和53年 4月 株式会社クラフト社 入社

(注5) ―

昭和63年10月 監査法人 朝日新和会計社（現 

あずさ監査法人）入社

平成11年 1月 富澤公認会計士事務所 設立 

所長（現任）

平成16年 3月 ジェー・ビー・セラピュティクス

株式会社 社外監査役（現任）

平成18年 8月 当社非常勤監査役（現任）

監査役 
(注2)

― 那須清重 昭和20年8月14日

昭和49年 4月 公安調査庁 入庁

(注4) ―

昭和61年 4月 在チェコスロバキア日本国大使館

一等書記官

平成 6年 4月 国際情報官

平成12年 4月 神奈川公安調査事務所長

平成13年 4月 中国公安調査局長

平成14年 4月 中部公安調査局長

平成15年10月 近畿公安調査局長

平成16年 4月 公安調査庁調査第二部長

平成19年 3月 当社顧問

平成19年 6月 当社非常勤監査役（現任）

計 10,090



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社グループは、コーポレート・ガバナンスの強化・充実を経営の最重要課題と位置付け、経営管理

体制の整備を行うとともに、監査機能の強化、情報開示の徹底を図り、経営の効率化、健全性、透明性

の向上に努め、企業価値の最大化を目指して参ります。 

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

① 会社の機関の基本説明 

 当社は取締役会設置会社であり、監査役制度を採用しておりますが、監査役会は設置しておりま

せん。また、当社は会社法上の大会社以外の公開会社でありますが、会計監査人を任意設置してお

ります。 

② 会社の機関・内部統制等の仕組み 

 経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンスに関す

る施策の実施状況は下図のとおりですが、監査役の独立性及び実効性確保による取締役等の職務に

対するチェック機能、取締役会の合議による意思決定、ＩＲ活動を通じた株主との良好な関係作

り、情報開示担当役員や内部情報管理責任者による適時情報開示等の施策を実施することにより、

株主・従業員・取引先等、当社を取り巻く全てのステークホルダーの利益最大化に努めてまいりま

す。 

  

コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

  

 



③ 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

(ア)会社の機関の内容 

・取締役会  

 取締役会は常勤取締役３名と社外取締役１名の計４名で構成され、業務執行に関する会社の意

思を決定し、かつ取締役の業務執行を監督する機関であります。月１回の定時取締役会のほか、

必要に応じ臨時取締役会を開催し、法令および取締役会規程に定められた事項や経営に関する重

要事項を決議するとともに、取締役の業務執行の状況を監督しております。取締役会の企業統治

の実効性を高めるため、会社の指揮命令系統から独立した社外取締役を１名設置しております。

また各取締役の経営責任を明確化し、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制にするため

に、取締役の任期を１年と定めております。有価証券報告書提出日(平成19年６月28日)以降、取

締役会は常勤取締役４名と社外取締役１名の計５名で構成されます。 

 ・コンプライアンス委員会 

 当社は平成15年8月20日開催の取締役会においてコンプライアンス規程を承認し、また平成17

年11月16日開催の取締役会においてコンプライアンス委員会規程を承認し、施行しました。それ

に基づき高橋常務取締役を委員長とし、ＣＦＯ、管理部長、各営業部長等をメンバーとし、また

常勤監査役をオブザーバーとするコンプライアンス委員会を設置いたしました。開催日は原則月

1回で平成17年11月16日よりスタートし、既に各種規程類の説明と周知、機密情報取扱い体制、

個人情報保護法、当社企業倫理規範・社員行動基準の説明と周知、重要書類の保管（文書管理規

程）、株主または子会社との取引の注意事項、インサイダー取引の説明と周知、内部統制対策、

実地棚卸要領、リスクマネジメント基本規程、内部通報制度等をテーマにコンプライアンス委員

会を実施しました。今後も月１回実施し、当社のコンプライアンス上の課題を審議してまいりま

す。 

 有価証券報告書提出日(平成19年６月28日)以降、経営企画室長がメンバーとなっております。

(イ)内部統制システムの整備の状況 

 当社取締役会は、会社法、会社法施行規則及び金融商品取引法に基づいて、当社の業務の適正

を確保するための体制の整備に関する基本方針を決議しております。 

 業務執行の統制及び効率性を確保するための体制につきましては、当社グループ業務全般にわ

たり社内規程を体系的に整備して運用するとともに、コンプライアンス委員会の活動及び内部監

査室の監査を通じ、当社グループ全体の運用の徹底を図っております。 

 中期経営計画策定及び総合予算(年度計画)編成につきましては、計画の調整・編成業務を経営

企画室長が統括責任者として担当し、取締役会にて決定しております。  

 予算統制につきましては、月次決算に基づいて、管理部がとりまとめを行い、経営企画室長が

予算と実績の差異分析・進捗状況を取締役会へ報告しております。 

 日常の職務遂行に際しては、業務分掌規程、職務権限規程及び職務権限表に基づき、職務を遂

行しております。  

  内部監査につきましては、社長直轄の内部監査室が年間計画に基づき、全部門を対象に業務

執行及び関係法規、社内規則・規程類等の遵守状況について監査を実施しております。  



④ 内部監査及び監査役監査の状況 

  現在、当社では２名の監査役（うち常勤監査役１名）が設置されており、原則として常勤監査

役は業務監査、非常勤監査役は会計監査を担当しております。平成17年12月に２名の監査役から

成る監査役連絡会が発足し、原則月１回連絡会を開催しております。 

 監査役は当社の取締役会その他の重要な会議に出席し意見を述べるとともに助言、勧告等を行

います。監査役は法令・定款に準拠した監査方針を定め、取締役から意見を聴取するとともに資

料を閲覧し、内部監査室長および監査法人・会計監査人との連携により取締役の業務執行状況を

監査し、その結果を監査調書に取りまとめ、代表取締役および取締役会に報告いたします。期末

監査終了後、会計監査人と意見の交換を行い、監査報告書を作成し、取締役会に提出しておりま

す。また定時株主総会に出席して監査報告を行っております。監査役は子会社調査権に基づき、

子会社に対し事業の報告を求め、または子会社の業務・財産の状況を調査しております。 内部

監査室は、平成19年３月末日現在、１名体制で実施しておりますが、必要ある場合は、社長の任

命を得て他の部署の者を監査業務に従事させることができます。有価証券報告書提出日(平成19

年６月28日)以降、監査役連絡会は常勤監査役１名と社外監査役２名の計３名で構成されます。 

 内部監査室、監査役及び監査法人は、緊密な連携を保つための情報交換を四半期に１回実施し

ております。 

⑤ 会計監査の状況 

  当社の会計監査業務を執行した公認会計士は浅枝芳隆、三宅秀夫であり、監査法人トーマツに

所属しております。当社の会計監査業務に係る補助者は５名で、内１名が公認会計士、４名が会

計士補であります。 

⑥ 社外取締役及び社外監査役との関係 

  取締役４名のうち１名が社外取締役であり、監査役の２名は社外監査役であります。有価証券

報告書提出日(平成19年６月28日)以降、取締役５名のうち１名が社外取締役であり、監査役３名

のうち２名は社外監査役であります。 

 当社と社外取締役及び社外監査役との間に人的関係及び取引関係その他の利害関係はありませ

ん。 

  

(2) リスク管理体制の整備の状況 

当社グループは、リスクマネジメント体制の強化を経営の重要課題として掲げ、企業経営を取り巻く

様々なリスクに対処するための諸施策の実施に取り組んでおります。  

 当社では、市場、情報セキュリティ、環境、労務、製品の品質・安全等様々な事業運営上のリスクに

ついて、下記のリスク管理規程を制定し、代表取締役社長を委員長とする社内横断的なリスクマネジメ

ント委員会を設置してリスク管理を行うこととしております。 

・リスクマネジメント基本規程 

・危機管理基本規程 

・事故処理規程 

 リスクマネジメント委員会は、取締役、監査役、各部門長を委員とし、当社グループ運営に関する全

社的・総括的なリスク管理の報告及び対応策検討の場と位置づけております。各部門長は担当部門のリ

スク管理責任者として日常の業務活動におけるリスク管理を行い、不測の事態が発生した場合には、事

故処理規程に基づいてコンプライアンス委員会委員長及びＣＦＯへ報告するとともに、再発防止策を策

定し実施することとなっております。また、企業価値向上のためにはコンプライアンスの徹底が必要不

可欠であると認識しており、ＫＦＥ ＪＡＰＡＮ株式会社行動規範を制定し、これに従い全役職員が法



令等を遵守した行動、高い倫理観をもった行動をとることを周知徹底しております。 



(3) 役員報酬の内容 

取締役及び監査役の報酬の決定については、株主総会で総枠の決議を得ております。各役員の報酬額

について、取締役については取締役報酬内規に基づき決定し、監査役については監査役会で決定してお

ります。 

 当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。 

 
(注)１．事業年度末日現在の監査役は２名であり、支給人員との相違は当事業年度中における監査役１

名の辞任によるものであります。 

２．当事業年度に係る報酬等の額には、役員退職慰労引当金の当事業年度の引当額が含まれており

ます。 

  

(4) 監査報酬の内容 

当社の会計監査人である監査法人トーマツに対する報酬 

  公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の金額 15,500千円 

  上記以外の報酬の金額 1,000千円 

(注) なお、「上記以外の報酬の金額」は、四半期財務情報開示に係る相談業務に対するものであり

ます。 

  

区 分 支給人員 当事業年度に係る報酬等の額

 取 締 役 ４名 56,730千円  

（うち社外取締役） (１名) (1,200千円)

 監 査 役 ３名 4,944千円  

（うち社外監査役） (３名) (4,944千円)

計 ７名 61,674千円  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１から平成18年３月31

日まで)及び前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成18年４

月１日から平成19年３月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結

財務諸表及び財務諸表について、監査法人トーマツの監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １. 現金及び預金 ※1 715,326 901,895

 ２. 受取手形及び売掛金 ※1,2 2,078,719 2,822,186

 ３．有価証券 － 100,050

 ４．たな卸資産 394,502 559,322

 ５．繰延税金資産 － 7,954

 ６．その他 50,679 65,269

   貸倒引当金 △ 522 △ 789

  流動資産合計 3,238,706 97.5 4,455,889 97.5

Ⅱ 固定資産

 １. 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 36,444 36,586

    減価償却累計額 30,714 5,729 32,817 3,769

  (2) 機械装置及び運搬具 55,031 80,235

    減価償却累計額 34,095 20,936 42,176 38,058

  (3) その他 55,816 56,204

    減価償却累計額 45,756 10,059 46,692 9,511

   有形固定資産合計 36,725 1.1 51,339 1.1

 ２. 無形固定資産

  (1) 連結調整勘定 20,128 －

  (2) のれん － 18,786

  (3) その他 3,038 6,448

   無形固定資産合計 23,166 0.7 25,235 0.6

 ３. 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ― 9,975

  (2) 長期貸付金 5,562 4,706

  (3) 繰延税金資産 ― 2,944

  (4) その他 18,634 15,430

    貸倒引当金 △ 4,695 △ 1,934

   投資その他の資産合計 19,502 0.6 31,122 0.7

  固定資産合計 79,394 2.4 107,697 2.4

Ⅲ 繰延資産

 １．社債発行費 3,666 3,106

  繰延資産合計 3,666 0.1 3,106 0.1

  資産合計 3,321,767 100.0 4,566,693 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １. 支払手形及び買掛金 1,858,079 1,984,350

 ２. 短期借入金 170,725 654,788

 ３. 一年以内返済予定の 
   長期借入金

73,829 72,501

 ４. 一年以内償還予定の 
   社債

－ 20,000

 ５．未払法人税等 18,837 2,773

 ６. 賞与引当金 6,424 7,339

 ７. その他 53,905 74,066

  流動負債合計 2,181,803 65.7 2,815,819 61.7

Ⅱ 固定負債

 １. 社債 200,000 270,000

 ２. 長期借入金 117,784 27,159

 ３. 退職給付引当金 1,600 1,600

 ４. 役員退職慰労引当金 1,500 1,750

  固定負債合計 320,884 9.7 300,509 6.6

  負債合計 2,502,687 75.3 3,116,328 68.2

(少数株主持分)

  少数株主持分 2,740 0.1 ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※3 259,250 7.8 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 248,250 7.5 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 306,194 9.2 ― ―

Ⅳ 為替換算調整勘定 2,645 0.1 ― ―

  資本合計 816,340 24.6 ― ―

  負債、少数株主持分 
  及び資本合計

3,321,767 100.0 ― ―



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １．資本金 ― ― 469,010 10.3

 ２．資本剰余金 ― ― 458,010 10.0

 ３．利益剰余金 ― ― 512,060 11.2

   株主資本合計 ― ― 1,439,080 31.5

Ⅱ 評価・換算差額等

 １．その他有価証券評価 
   差額金

― ― △ 4

 ２．為替換算調整勘定 ― ― 7,809

   評価・換算差額等合計 ― ― 7,804 0.2

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 3,480 0.1

   純資産合計 ― ― 1,450,365 31.8

   負債純資産合計 ― ― 4,566,693 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 9,946,037 100.0 11,521,884 100.0

Ⅱ 売上原価 8,887,684 89.4 10,273,810 89.2

   売上総利益 1,058,352 10.6 1,248,074 10.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 832,857 8.4 1,009,759 8.8

   営業利益 225,495 2.3 238,314 2.1

Ⅳ 営業外収益

 １. 受取利息 399 4,308

 ２．為替差益 12,546 8,200

 ３．貯蔵品売却益 3,227 ―

 ４．手数料収入 ― 6,364

 ５. その他 7,138 23,310 0.2 4,867 23,740 0.2

Ⅴ 営業外費用

 １. 支払利息 19,250 16,260

 ２. 株式交付費 ― 5,015

 ３．貸倒引当金繰入額 1,589 ―

 ４．その他 4,199 25,040 0.3 6,156 27,432 0.2

   経常利益 223,765 2.2 234,621 2.0

Ⅵ 特別利益

 １. 固定資産売却益 ※3 ― 1,404

 ２. 貸倒引当金戻入益 ― 3,105

 ３. 償却債権取立益 ― ― － 2,714 7,224 0.1

Ⅶ 特別損失

 １．固定資産売却損 ※4 ― 241

 ２．固定資産除却損 ※4 ― 866

 ３．減損損失 ※5 10,325 10,325 0.1 ― 1,108 0.0

   税金等調整前当期純利益 213,440 2.1 240,737 2.1

   法人税、住民税 
   及び事業税

35,375 34,899

   法人税等調整額 △ 10,737 24,637 0.2 △ 158 34,740 0.3

   少数株主利益 1,184 0.0 132 0.0

   当期純利益 187,618 1.9 205,865 1.8



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

 (資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 248,250

Ⅱ 資本剰余金期末残高 248,250

 (利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 118,576

Ⅱ 利益剰余金増加高

１. 当期純利益 187,618 187,618

Ⅲ 利益剰余金期末残高 306,194



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 259,250 248,250 306,194 813,694

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 209,760 209,760 419,520

 当期純利益 205,865 205,865

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

－

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

209,760 209,760 205,865 625,385

平成19年３月31日残高(千円) 469,010 458,010 512,060 1,439,080

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

為替換算 

調整勘定
評価・換算差額等

合計

平成18年３月31日残高(千円) － 2,645 2,645 2,740 819,080

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 419,520

 当期純利益 205,865

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△ 4 5,163 5,159 740 5,899

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

△ 4 5,163 5,159 740 631,284

平成19年３月31日残高(千円) △ 4 7,809 7,804 3,480 1,450,365



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 213,440 240,737

   減価償却費 42,793 22,655

   減損損失 10,325 ―

   連結調整勘定償却額 1,341 ―

   のれん償却額 ― 1,341

   貸倒引当金の増減額（減少△） 4,636 △ 2,493

   賞与引当金の増減額（減少△） 1,300 914

   退職給付引当金の増減額（減少△） 600 ―

   役員退職慰労引当金の増減額（減少△） 250 250

   受取利息 △ 399 △ 4,308

   為替差損益（差益△） △ 3,131 △ 2,557

   固定資産売却損益（売却益△） ― △ 296

   支払利息 19,250 16,260

   支払保証料 1,057 ―

   株式交付費 ― 5,015

   社債発行費償却 1,833 2,469

   売上債権の増減額（増加△） 261,913 △ 731,380

   たな卸資産の増減額(増加△) 152,230 △ 163,884

   その他流動資産の増減額（増加△） 10,420 △ 24,921

   仕入債務の増減額(減少△) △ 208,532 116,820

   その他流動負債の増減額（減少△） △ 42,842 19,953

    小計 466,488 △ 503,420

   利息の受取額 397 4,308

   利息の支払額 △ 18,821 △ 16,865

   法人税等の支払額 △ 36,617 △ 51,484

   営業活動によるキャッシュ・フロー 411,446 △ 567,463

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   定期預金の預入による支出 ― △ 20,002

   有形固定資産の取得による支出 △ 12,390 △ 49,130

   有形固定資産の売却による収入 ― 13,187

   無形固定資産の取得による支出 △ 2,156 △ 4,007

   投資有価証券の取得による支出 ― △ 9,982

   投資有価証券の売却による収入 2,218 ―

   短期貸付金の回収による収入 420 2,434

   貸付けによる支出 △ 4,000 ―

   貸付金の回収による収入 145 ―

   その他 △ 49 3,366

   投資活動によるキャッシュ・フロー △ 15,813 △ 64,134



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の純増減額(減少△) △ 321,138 483,540

   長期借入れによる収入 215,000 ―

   長期借入金の返済による支出 △ 144,904 △ 91,953

   社債の発行による収入 194,500 98,090

   社債の償還による支出 ― △ 10,000

   株式の発行による収入 ― 414,504

   財務活動によるキャッシュ・フロー △ 56,541 894,182

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 20,169 4,032

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少△） 359,261 266,617

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 296,063 655,324

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1 655,324 921,941



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１. 連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数  ３社

   すべての子会社を連結しており

ます。  

連結子会社の名称

KFE HONG KONG CO.,LIMITED

KFE(SHENZHEN) CO.,LTD.

KFE(THAILAND) CO.,LTD.

(1)連結子会社の数  ３社

   すべての子会社を連結しており

ます。  

連結子会社の名称

 同左

２．持分法の適用に関する事

項

該当事項はありません。  同左

３. 連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社のうち、KFE(SHENZHEN) 

CO.,LTD.の決算日は12月31日でありま

す。

連結財務諸表の作成にあたっては、

連結決算日現在で実施した仮決算に基

づく財務諸表を使用しております。

同左

４．会計処理基準に関する事

項

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

① 有価証券

─────

① 有価証券

 ａ その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定)

時価のないもの

 移動平均法による原価法

② デリバティブ 

  時価法 

③ たな卸資産 

 ａ 商品

 当社は先入先出法による原価法
を、また、在外連結子会社は先入
先出法による低価法を採用してお
ります。

② デリバティブ 

  ───── 

③ たな卸資産 

 ａ 商品

同左

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

① 有形固定資産

 当社は定率法を、在外連結子会社

は定額法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

  建物及び構築物    ３～15年

  機械装置及び運搬具    ５～６年

① 有形固定資産

  同左



項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

② 無形固定資産

当社及び連結子会社は定額法を採

用しております。

なお、当社は、市場販売目的のソ

フトウェアについては見込販売数量

に基づく償却額と見込販売可能期間

（３年）に基づく償却額のいずれか

大きい額を償却する方法を、自社利

用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基

づいております。

② 無形固定資産

当社及び連結子会社は定額法を採

用しております。

なお、当社及び連結子会社は、市

場販売目的のソフトウェアについて

は見込販売数量に基づく償却額と見

込販売可能期間（３年）に基づく償

却額のいずれか大きい額を償却する

方法を、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づいております。

(3) 重要な引当金の計上基

準

① 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、当社は一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。また在外連結

子会社は主として特定の債権につい

て回収不能見込額を計上しておりま

す。

① 貸倒引当金 

  同左

② 賞与引当金

当社は従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、将来の支給

見込額のうち当連結会計年度の負担

額を計上しております。

② 賞与引当金 

  同左

③ 退職給付引当金

当社は、従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務に基づき、当連結会

計年度に発生したと認められる額を

計上しております。

③ 退職給付引当金 

  同左

④ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備え

て、当社は、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。

④ 役員退職慰労引当金 

  同左

(4) 重要な外貨建資産又は

負債の本邦通貨への換

算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社の資産

及び負債は、連結決算日の直物為替

相場により円価に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は少数株主持分及び

資本の部における為替換算調整勘定

に含めて計上しております。 

 

外貨建金銭債権債務は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社の資産

及び負債は、連結決算日の直物為替

相場により円価に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は純資産の部におけ

る為替換算調整勘定及び少数株主持

分に含めて計上しております。 

 



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(5) 重要なリース取引の処

理方法

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に準じた会計処理に

よっております。

  同左

(6) 重要なヘッジ会計の方

法

① ヘッジ会計の方法

金利スワップの特例処理の要件を

満たす金利スワップについては特例

処理によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…変動金利建ての借入金

③ ヘッジ方針

ヘッジ対象に係る金利変動リスク

を一定範囲内でヘッジしておりま

す。

─────

④ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象とヘッジ手段の時価変

動、またはキャッシュ・フロー変動

の累計を半期毎に比較し、その変動

額の比率によって有効性を評価して

おります。なお、特例処理の要件を

満たしている金利スワップは、有効

性の評価を省略しております。

(7) その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項

① 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

① 消費税等の会計処理 

  同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価

については、全面時価評価法を採用

しております。

  同左

６．連結調整勘定の償却に関

する事項

連結調整勘定の償却については20

年間の均等償却を行なっておりま

す。

―――――

７．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

―――――  のれんの償却については20年間の均

等償却を行なっております。

８．利益処分項目等の取扱い

に関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の

利益処分について、連結会計年度中

に確定した利益処分に基づいて作成

しております。

―――――

９．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。

  同左



会計方針の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計

基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日）を適用しております。 

 これにより税金等調整前当期純利益は10,325千円

減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結

財務諸表規則に基づき、各資産の金額から直接控除

しております。

─────

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成

17年12月9日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17年12月9日 企業

会計基準適用指針第８号)を適用しております。  

 これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額

は1,446,884千円であります。 

 連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度

における連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規

則により作成しております。

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

          ───── （連結貸借対照表）

 前連結会計年度において「連結調整勘定」として掲

記されていたものは、当連結会計年度から「のれん」

として表示しております。

───── （連結損益計算書）

 前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含め

て表示しておりました「手数料収入」は、営業外収益

の総額の100分の10を超えたため、区分掲記しました。 

なお、前連結会計年度における「手数料収入」の金額

は1,663千円であります。

───── （連結キャッシュ・フロー計算書）

 

 

 前連結会計年度において「連結調整勘定償却額」と

して表示していたものは、当連結会計年度から「のれ

ん償却額」として表示しております。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

※１ 担保に供している資産

 定期預金 10,002千円

 上記は、関税法に基づき輸入製品等の関税等の

納期限の延長の担保として供しているものであり

ます。

 

※１ 担保に供している資産

定期預金 30,004千円

   上記は、関税法に基づき輸入製品等の関税等の納

期限の延長の担保として供しているものでありま

す。

 

 売掛金 1,842,258千円

(15,682千USドル)

上記は、KFE HONG KONG CO.,LIMITEDの銀行借入

の担保として供しているものであります。

なお、表示価格は平成18年３月末現在の直物為

替相場により円換算しております。

 

売掛金 2,228,889千円

(18,880千USドル)

上記は、KFE HONG KONG CO.,LIMITEDの銀行借入

の担保として供しているものであります。

なお、表示価格は平成19年３月末現在の直物為

替相場により円換算しております。

※２      ───── ※２ 当連結会計年度末日満期手形

当連結会計年度末日満期手形の会計処理は、手

形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当連結会計年度の末日は金融機関の休日で

あったため、次の連結会計年度末日満期手形が

当連結会計年度末残高に含まれております。

受取手形 5,948 千円

※３ 当社の発行済株式総数は、普通株式17,150株で

あります。

※３      ─────



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な科目及び金額

は次のとおりであります。

 給与手当 265,255千円

 賞与引当金繰入額 10,545千円

 販売輸送費 96,694千円
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な科目及び金額

は次のとおりであります。

給与手当 293,692千円

賞与引当金繰入額 7,339千円

販売輸送費 116,618千円

 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費

6,082千円
 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費

6,175千円

※３      ─────

 

※３ 固定資産の売却益の主要な内容は次のとおりであ

ります。

機械装置及び運搬具 1,138千円

※４      ─────

 
 

※４ 固定資産の除売却損の主要な内容は次のとおりで

あります。

機械装置及び運搬具 864千円

その他 43千円

 

※５ 減損損失

   当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しておりま

す。

場所 用途 種類 減損損失

本社 遊休資産 前払費用 3,000千円

長期前払費用 2,000千円

工具器具備品 5,325千円

合計 10,325千円

   当社グループは資産を事業部門単位でグルーピン

グしております。但し、将来の使用見込みがない遊

休資産については個別物件毎にグルーピングを行っ

ております。

   上記資産グループは、販売代理店の破産等の理由

により販売計画が頓挫し遊休化していた資産につい

て、回収可能性がないと判断し、固定資産の帳簿価

額全額を減損損失として計上いたしました。

※５      ─────



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

普通株式の2,400株の増加は公募増資によるものであります。 
  
  

２ 自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

該当事項はありません。 
  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 17,150 2,400 － 19,550

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成18年３月31日現在)

現金及び預金勘定 715,326千円

預入期間3ヶ月超の定期預金 △60,002千円

現金及び現金同等物 655,324千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成19年３月31日現在)

現金及び預金勘定 901,895千円

有価証券勘定 100,050千円

    計 1,001,945千円

預入期間3ヶ月超の定期預金 △80,004千円

現金及び現金同等物 921,941千円
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(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却累
計額相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

その他 
(工具器具備品)

2,545 989 1,555

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却累
計額相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

その他
(工具器具備品)

2,545 1,413 1,131

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 418千円

１年超 1,318千円

合計 1,737千円

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 442千円

１年超 876千円

合計 1,318千円

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 504千円

減価償却費相当額 424千円

支払利息相当額 108千円

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 504千円

減価償却費相当額 424千円

支払利息相当額 85千円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

 ⑤ 利息相当額の算定方法

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

 ⑤ 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

３ 時価評価されていない有価証券 

  

 
  

区分
前連結会計年度 

(平成18年３月31日)
当連結会計年度

(平成19年３月31日)

区分
取得原価 
（千円）

連結決算日に
おける連結貸
借対照表計上

額 
（千円）

差額
（千円）

取得原価
（千円）

連結決算日に
おける連結貸
借対照表計上

額 
（千円）

差額 
（千円）

連結貸借対照表
計上額が取得原
価をこえるもの

 その他

 証券投資信託 ― ― ― 9,983 9,975 △ 7

合計 ― ― ― 9,983 9,975 △ 7

区分

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

連結貸借対照表計上額
(千円)

連結貸借対照表計上額 
(千円)

その他有価証券

 キャッシュ・リザーブ・ファンド － 100,050

合計 － 100,050



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(1) 取引の内容

  利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取

引であります。

当社グループはデリバティブ取引を全く行っていないた

め、該当事項はありません。

(2) 取引に対する取組方針

  デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリス

ク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方

針であります。

(3) 取引の利用目的

  デリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市場

における利率上昇による変動リスクを回避する目的で

利用しております。

  なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

なっております。

  ヘッジ会計の方法

   繰延ヘッジ処理によっております。

   ただし、特例処理の要件を満たす金利スワップに

ついては、特例処理を採用しております

  ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段…金利スワップ

  ヘッジ対象…変動金利建ての借入金

  ヘッジ方針

   ヘッジ対象に係る金利変動リスクを一定範囲内で

ヘッジしております。

  ヘッジ有効性評価の方法

   ヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動、またはキャ

ッシュ・フロー変動の累計を半期毎に比較し、その

変動額の比率によって有効性を評価しております。

なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップ

は、有効性の評価を省略しております。

(4) 取引に係るリスクの内容

  金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを

有しております。

(5) 取引に係るリスク管理体制

  金利関連のデリバティブ取引の実行及び管理は、所

定の手続に従って管理部において取引内容の確認を行

い、取引ごとに該当する取引権限者が決裁を行ってお

ります。

  さらに管理部長は、デリバティブ取引を含んだ財務

報告を毎月、担当役員に報告しております。 
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２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度（平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行なっておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から

除いております。 

  

当連結会計年度（平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社は、退職一時金制度を採用しております。ま

た、在外連結子会社は確定拠出型の退職給付制度を採

用しております。

１ 採用している退職給付制度の概要

   同左

 

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付引当金 1,600千円

    なお、当社は退職給付債務の算定にあたり簡便

法を採用しています。

 

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付引当金 1,600千円

    なお、当社は退職給付債務の算定にあたり簡便

法を採用しています。

 

３ 退職給付費用に関する事項

退職給付費用 7,241千円

 (1) 勤務費用 7,241千円
 

３ 退職給付費用に関する事項

退職給付費用 5,459千円

(1) 勤務費用 5,459千円



(ストック・オプション等関係) 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

(1) ストック・オプションの内容 

 
  

 
  

 
  

会社名 提出会社

決議年月日 平成15年３月25日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役 １名

株式の種類及び付与数 普通株式 1,000株

付与日 平成15年３月31日

権利確定条件 付与日(平成15年３月31日)から確定日(平成15年４月30日)まで継続
して勤務していることを条件とする。

対象勤務期間 平成15年３月31日～平成15年４月30日

権利行使期間 平成15年５月１日～平成25年２月28日

会社名 提出会社

決議年月日 平成15年３月25日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役   ２名
当社の従業員  ８名 
子会社の取締役 ２名 
子会社の従業員 ８名

株式の種類及び付与数 普通株式 490株

付与日 平成15年３月31日

権利確定条件 付与日(平成15年３月31日)から確定日(平成17年４月30日)まで継続
して勤務していることを条件とする。

対象勤務期間 平成15年３月31日～平成17年４月30日

権利行使期間 平成17年５月１日～平成25年２月28日

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年６月29日

付与対象者の区分及び人数 当社監査役 １名
当社従業員 ２名

株式の種類及び付与数 普通株式 80株

付与日 平成16年６月29日

権利確定条件 付与日(平成16年６月29日)から確定日(平成18年６月29日)まで継続
して勤務していることを条件とする。

対象勤務期間 平成16年６月29日～平成18年６月29日

権利行使期間 平成18年６月30日～平成25年２月28日



(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

①ストック・オプションの数 

 
  

②単価情報 

 
  

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成15年３月25日 平成15年３月25日 平成16年６月29日

権利確定後

 期首（株） 1,000 490 80

 権利確定（株） － － －

 権利行使（株） － － －

 失効（株） － 216 40

 未行使残（株） 1,000 274 40

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成15年３月25日 平成15年３月25日 平成16年６月29日

権利行使価格（円） 100,000 100,000 100,000

行 使 時 平 均 株 価
（円） － － －

付与日における公正
な評価単価（円） － － －
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(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 (千円)

 未払事業税 409

 未払費用 294

 たな卸資産評価損 661

 賞与引当金 2,555

 ソフトウェア償却費 1,475

 退職給付引当金 636

 役員退職慰労引当金 596

 貸倒引当金 1,246

 減損損失 4,106

 繰越欠損金 11,236

繰延税金資産小計 23,217

 評価性引当額 △12,479

繰延税金資産合計 10,737
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 (千円)

未払事業税 792

未払費用 345

たな卸資産評価損 2,559

賞与引当金 2,919

ソフトウェア償却費 95

退職給付引当金 636

役員退職慰労引当金 695

貸倒引当金 698

減損損失 1,514

繰越欠損金 639

その他有価証券評価差額金 2

繰延税金資産合計 10,899

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

(％)

法定実効税率 39.8

（調整）

 交際費等永久に損金に 
 算入されない項目

0.2

 住民税均等割額 0.1

 評価性引当額増減額 △7.3

 在外連結子会社の税率差異 △21.0

 その他 △0.4

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

11.4

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

(％)

法定実効税率 39.8

（調整）

交際費等永久に損金に
 算入されない項目

0.4

住民税均等割額 0.1

評価性引当額増減額 △5.2

在外連結子会社の税率差異 △19.6

その他 △1.1

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

14.4



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な商品 

(1) 電子部品事業…………プリント基板 

(2) デジタル商品事業……デジタルカメラ、ＤＶＤレコーダー及びプレーヤー、液晶テレビ等 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（608,608千円）の主なものは、親会社での余資運用資

金（現金及び預金）等であります。 

  

電子部品事業 
(千円)

デジタル
商品事業(千円)

計(千円)
消去又は
全社(千円)

連結(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

9,625,061 320,976 9,946,037 ― 9,946,037

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

548,779 147,352 696,132 (696,132) ―

計 10,173,841 468,329 10,642,170 (696,132) 9,946,037

営業費用 9,854,520 561,388 10,415,909 (695,366) 9,720,542

営業利益 
又は営業損失(△)

319,320 △93,059 226,261 (765) 225,495

Ⅱ 資産、減価償却費、
減損損失及び資本的支出

資産 2,588,529 209,001 2,797,530 524,237 3,321,767

減価償却費 12,363 23,214 35,577 4,215 39,793

減損損失 ― 10,325 10,325 ― 10,325

資本的支出 11,080 915 11,995 2,939 14,935



  

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な商品 

(1) 電子部品事業…………プリント基板 

(2) デジタル商品事業……デジタルカメラ、ＤＶＤレコーダー及びプレーヤー、ＣＤコンポ等 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（1,047,212千円）の主なものは、親会社での余資運用

資金（現金及び預金）等であります。 

  

電子部品事業 
(千円)

デジタル
商品事業(千円)

計(千円)
消去又は
全社(千円)

連結(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

10,159,122 1,362,762 11,521,884 ― 11,521,884

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

614,341 175,187 789,529 (789,529) ―

計 10,773,463 1,537,949 12,311,413 (789,529) 11,521,884

営業費用 10,391,078 1,684,724 12,075,802 (792,232) 11,283,570

営業利益 
又は営業損失(△)

382,385 △ 146,774 235,610 2,703 238,314

Ⅱ 資産、減価償却費
及び資本的支出

資産 2,801,496 708,099 3,509,596 1,057,097 4,566,693

減価償却費 14,561 1,710 16,272 6,383 22,655

資本的支出 23,834 3,050 26,884 26,489 53,374



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア……………中国、香港、タイ等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は該当ありません。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産は該当ありません。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア……………中国、香港、タイ等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は該当ありません。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産は該当ありません。 

  

日本 
(千円)

アジア
(千円)

計(千円)
消去又は
全社(千円)

連結(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

718,509 9,227,527 9,946,037 ― 9,946,037

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

309,420 386,711 696,132 (696,132) ―

計 1,027,930 9,614,239 10,642,170 (696,132) 9,946,037

営業費用 1,005,979 9,409,929 10,415,909 (695,366) 9,720,542

営業利益 21,951 204,309 226,261 (765) 225,495

Ⅱ 資産 1,137,347 2,387,128 3,524,475 (202,708) 3,321,767

日本 
(千円)

アジア
(千円)

計(千円)
消去又は
全社(千円)

連結(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

1,977,928 9,543,956 11,521,884 ― 11,521,884

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

300,490 489,038 789,529 (789,529) ―

計 2,278,418 10,032,994 12,311,413 (789,529) 11,521,884

営業費用 2,239,893 9,835,909 12,075,802 (792,232) 11,283,570

営業利益 38,525 197,085 235,610 2,703 238,314

Ⅱ 資産 2,116,154 2,567,568 4,683,722 (117,029) 4,566,693



【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1)アジア……………中国、香港、タイ等 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1)アジア……………中国、香港、タイ等 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

アジア 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 9,227,527 9,227,527

Ⅱ 連結売上高(千円) ― 9,946,037

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

92.8 92.8

アジア 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 9,543,956 9,543,956

Ⅱ 連結売上高(千円) － 11,521,884

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

82.8 82.8



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

(1) 役員及び個人主要株主等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) １ 当社は、銀行借入に対して当社代表取締役より債務保証を受けております。なお、保証料の支払は行ってお

りません。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

(1) 役員及び個人主要株主等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) １ 当社は、銀行借入に対して当社代表取締役より債務保証を受けております。なお、保証料の支払は行ってお

りません。当該債務保証は平成18年6月30日をもって解除されております。 

  

  

(企業結合等関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

    該当事項はありません。 

  

属性
会社等の名

称
住所

資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び 
個人主要
株主

原田隆朗 ― ―
当社代表取
締役社長

直接所有
53.7

― ―
当社借入債
務の被保証

441,613 
(注1)

― ―

属性
会社等の名

称
住所

資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び 
個人主要
株主

原田隆朗 ― ―
当社代表取
締役社長

直接所有
44.0

― ―
当社借入債
務の被保証

441,613 
(注1)

― ―



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益 

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 47,600.03円 １株当たり純資産額 74,009.45円

１株当たり当期純利益 10,939.87円 １株当たり当期純利益 11,413.49円

なお、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非
上場のため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益の
算定には含めておりません。

なお、新株予約権の残高はありますが、希薄化効果を有
しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算
定には含めておりません。

項目
前連結会計年度

(平成18年３月31日)
当連結会計年度

(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額 (千円) ― 1,450,365

純資産の部の合計額から控除する金額 
（千円）

― 3,480

 (うち少数株主持分）（千円） ― 3,480

普通株式に係る期末の純資産額 (千円) ― 1,446,884

1株当たり純資産額の算定に用いられた期
末の普通株式の数(株)

― 19,550

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益 (千円) 187,618 205,865

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純利益 (千円) 187,618 205,865

普通株式の期中平均株式数(株) 17,150 18,037

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益の算定に含まれな
かった潜在株式の概要

新株予約権３種類
(新株予約権の数1,570個)

新株予約権３種類 
(新株予約権の数1,314個)



(重要な後発事象) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

（私募債発行について）

 当社は、平成18年５月17日に開催の取締役会におい

て、以下のとおり、私募債の発行について、決議いたし

ました。

１．社債の名称 ＫＦＥ ＪＡＰＡＮ株式会社第３

回無担保社債 

（株式会社横浜銀行保証付および

適格機関投資家限定）

２．発行総額 金100,000千円

３．各社債の金額 金10,000千円の一種

４．社債券の形式 無記名

５．発行価額 額面100円につき金100円

６．償還金額 額面100円につき金100円

７．利率 年1.48％

８．償還期限 平成23年５月31日

９．償還方法 定時償還

10．払込期日 平成18年５月31日

11．利払期日 毎年５月末日および11月末日

12．担保 無担保

13．資金使途 運転資金に全額充当する。

14．保証人 株式会社横浜銀行

15．財務代理人 株式会社横浜銀行

16．総額引受会社 株式会社横浜銀行

─────



  

─────

 

（新株予約権(ストックオプション)の発行について）

 当社は、平成19年４月18日開催の取締役会において、

当社及び当社子会社の役職員に対して、ストックオプシ

ョンとして新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会

に委任することの承認を求める議案を、下記のとおり平

成19年6月28日開催予定の当社第8回定時株主総会にて付

議することを決議いたしました。

① ストックオプションとして新株予約権を発行す
る理由 
 当社の業績向上に対する意欲や士気を高める
ため、また優秀な人材の獲得・維持を図ること
を目的として、当社及び当社子会社の役職員を
対象に新株予約権を発行するものであります。 
 

② 新株予約権の数   2,000個

③ 新株予約権の目的となる株式の種類 
          普通株式 
 

④ 新株予約権の目的となる株式の数 
          2,000株 
 

⑤ 新株予約権の行使価額
          200,000円 
 

⑥ 新株予約権の行使期間
 平成21年７月１日から平成29年６月30日 
 

⑦ 新株予約権の行使により株式を発行する場合に
おける増加する資本金および資本準備金の額

イ 新株予約権の行使により株式を発行する
場合における増加する資本金の額は、会
社計算規則第40条第1項に従い算出される
資本金等増加限度額の2分の1の金額と
し、計算の結果1円未満の端数が生じたと
きは、その端数を切り上げるものとす
る。

ロ 新株予約権の行使により株式を発行する
場合における増加する資本準備金の額
は、イ記載の資本金等増加限度額からイ
に定める増加する資本金の額を減じた額
とする。 
 

⑧ 新株予約権の割当日
 平成19年7月10日とする。 
 

⑨ その他の細則事項
 新株予約権に関するその他の細則事項につい
ては、取締役会決議により決定する。



  

 
  

  

─────

 

（債権の取立不能または取立遅延のおそれ）

 当社取引先である株式会社双英建築積算事務所より

「経営不能となった」旨の通知書を受領するとともに、

受領した小切手が平成19年５月28日に不渡りとなり、同

社宛ての債権の取立不能または取立遅延のおそれが生じ

ております。

① 当該取引先の内容

商号 株式会社双英建築積算事務所

所在地 東京都新宿区百人町 
 2-26-9 三浦ビル４階

代表者氏名 清水 通男

資本金 23百万円

事業内容 その他の建築材料卸売業 

② 当該取引先との取引内容

デジタル商品の販売

③ 当該取引先に対する債権の種類及び金額 
（平成19年４月以降計上）

売掛債権 約21百万円（内、小切手債権 
約７百万円）

④ 当該事象が営業活動等へ及ぼす重要な影響

現時点では、株式会社双英建築積算事務所
の再生手続きに関する方針が未定であること
から、当該債権の回収見込額については確定
しておりません。 
 今後の債権者説明会等の経緯を受け、平成
19年４月以降発生した上記債権のうち取立不
能と見込まれる額については、平成20年３月
期に計上する予定です。



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
(注) １ 「当期末残高」欄の(内書)は、１年内償還予定の金額であります。 

２ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。 

  

 
  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりで

あります。 

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

利率
(％)

担保 償還期限

KFE JAPAN ㈱
第1回銀行保証付 

無担保社債
平成17年 
9月28日

100,000 100,000 1.0 無担保
平成22年
9月28日

KFE JAPAN ㈱
第2回銀行保証付 

無担保社債
平成17年 
12月29日

100,000 100,000 0.7 無担保
平成20年
12月29日

KFE JAPAN ㈱
第3回銀行保証付 

無担保社債
平成18年 
5月31日

―
90,000

(20,000)
1.5 無担保

平成23年
5月31日

合計 ― ― 200,000
290,000
(20,000)

― ― ―

１年以内 
(千円)

１年超２年以内 
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内 
(千円)

20,000 120,000 20,000 120,000 10,000

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 170,725 654,788 2.4 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 73,829 72,501 2.1 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

117,784 27,159 1.9
平成20.4.30～ 
平成20.10.31

合計 362,338 754,448 ― ―

区分
１年超２年以内 

(千円)
２年超３年以内

(千円)
３年超４年以内

(千円)
４年超５年以内 

(千円)

長期借入金 27,159 － － －



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １．現金及び預金 ※1 586,039 858,940

 ２．受取手形 ※5 36,369 41,500

 ３．売掛金 200,091 563,526

 ４．有価証券 － 100,050

 ５．商品 118,125 334,930

 ６．未着品 11,712 －

 ７．前渡金 9,483 9,483

 ８．前払費用 3,580 9,626

 ９. 繰延税金資産 10,737 7,954

 10. 未収消費税等 2,540 －

 11. その他 1,992 13,128

   貸倒引当金 △ 522 △ 789

  流動資産合計 980,151 86.2 1,938,352 91.6

Ⅱ 固定資産

 １. 有形固定資産

  (1) 建物 7,562 7,562

    減価償却累計額 3,820 3,742 4,627 2,935

  (2) 車両運搬具 8,514 14,344

    減価償却累計額 4,297 4,216 788 13,556

  (3) 工具器具備品 46,785 45,354

    減価償却累計額 39,126 7,658 39,000 6,353

   有形固定資産合計 15,617 1.4 22,845 1.1

 ２. 無形固定資産

  (1) 商標権 1,775 1,572

  (2) ソフトウェア 1,263 3,946

   無形固定資産合計 3,038 0.3 5,518 0.3



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 ３．投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 － 9,975

  (2) 関係会社株式 120,000 120,000

  (3) 長期貸付金 2,619 2,614

  (4) 従業員長期貸付金 2,942 2,091

  (5) 破産更正債権 3,099 344

  (6) 長期前払費用 2,340 1,337

  (7) 繰延税金資産 － 2,944

  (8) その他 8,567 8,958

    貸倒引当金 △ 4,695 △ 1,934

   投資その他の資産合計 134,873 11.8 146,332 6.9

  固定資産合計 153,529 13.5 174,695 8.3

Ⅲ 繰延資産

 １. 社債発行費 3,666 3,106

  繰延資産合計 3,666 0.3 3,106 0.1

  資産合計 1,137,347 100.0 2,116,154 100.0



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １. 支払手形 － 4,974

 ２. 買掛金 ※2 168,605 127,388

 ３. 短期借入金 50,000 592,640

 ４. 一年以内返済予定の 
   長期借入金

73,829 72,501

 ５. 一年以内償還予定の 
   社債

－ 20,000

 ６. 未払金 36,569 59,082

 ７. 未払費用 3,506 4,959

 ８. 未払法人税等 1,278 2,283

 ９. 預り金 1,220 1,558

 10. 賞与引当金 6,424 7,339

 11. その他 46 58

 流動負債合計 341,480 30.0 892,786 42.2

Ⅱ 固定負債

 １. 社債 200,000 270,000

 ２．長期借入金 117,784 27,159

 ３. 退職給付引当金 1,600 1,600

 ４．役員退職慰労引当金 1,500 1,750

 固定負債合計 320,884 28.2 300,509 14.2

 負債合計 662,364 58.2 1,193,295 56.4

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※3 259,250 22.8 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １. 資本準備金 248,250 ―

  資本剰余金合計 248,250 21.8 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １. 当期未処理損失 32,517 ―

  利益剰余金合計 △ 32,517 △2.9 ― ―

  資本合計 474,982 41.8 ― ―

  負債・資本合計 1,137,347 100.0 ― ―



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １．資本金 ― ― 469,010 22.2

 ２．資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 458,010

    資本剰余金合計 ― ― 458,010 21.6

 ３．利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 ― △ 4,156

    利益剰余金合計 ― ― △ 4,156 △ 0.2

   株主資本合計 922,863 43.6

Ⅱ 評価・換算差額等

 １．その他有価証券評価 
   差額金

― ― △ 4 △0.0

   評価・換算差額等合計 ― ― △ 4 △0.0

   純資産合計 ― ― 922,859 43.6

   負債純資産合計 ― ― 2,116,154 100.0



② 【損益計算書】 

  

 

前事業年度
(自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １. 商品売上高 ※1 790,338 2,039,297

 ２．販売手数料収入 ※1 237,592 1,027,930 100.0 239,120 2,278,418 100.0

Ⅱ 売上原価

 １. 期首商品たな卸高 134,352 129,838

 ２．当期商品仕入高 ※1 675,674 1,997,180

   合計 810,027 2,127,018

 ３．他勘定振替高 ※2 2,177 16,934

 ４．期末商品たな卸高 131,501 341,367

   差引 676,348 1,768,717

 ５.商品品質低下評価損 1,662 678,011 66.0 6,436 1,775,153 77.9

   売上総利益 349,919 34.0 503,265 22.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※3,4 327,967 31.9 464,739 20.4

   営業利益 21,951 2.1 38,525 1.7

Ⅳ 営業外収益

 １．受取利息 192 1,621

 ２．為替差益 4,867 2,557

 ３. 未払債務償却益 1,500 －

 ４．貯蔵品売却益 3,227 －

 ５．その他 526 10,313 1.0 790 4,969 0.2

Ⅴ 営業外費用

 １．支払利息 4,492 7,597

 ２．社債利息 667 2,873

 ３．社債発行費償却 1,833 2,469

 ４. 株式交付費 － 5,015

 ５．貸倒引当金繰入額 1,589 －

 ６．支払保証料 1,366 2,686

 ７．その他 1,000 10,949 1.1 999 21,643 0.9

  経常利益 21,314 2.1 21,850 1.0

Ⅵ 特別利益

 １．固定資産売却益 ※5 － 1,404

 ２．貸倒引当金戻入益 － 3,105

 ３．償却債権取立益 － － － 2,714 7,224 0.3

Ⅶ 特別損失

 １．固定資産売却損 ※6 － 241

 ２．減損損失 ※7 10,325 10,325 1.0 － 241 0.0

  税引前当期純利益 10,989 1.1 28,832 1.3

  法人税、住民税及び事業税 272 630

  法人税等調整額 △ 10,737 △ 10,465 △ 1.0 △ 158 471 0.0

  当期純利益 21,455 2.1 28,361 1.2

  前期繰越損失 53,972 －

  当期未処理損失 32,517 －



③ 【損失処理計算書】 

 
  

④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

   

前事業年度
(平成18年３月期)

区分
注記 
番号

金額(千円)

Ⅰ 当期未処理損失 32,517

Ⅱ 次期繰越損失 32,517

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金 合計

その他 

利益剰余金
合計

繰越利益 

剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 259,250 248,250 248,250 △ 32,517 △ 32,517 474,982

事業年度中の変動額

 新株の発行 209,760 209,760 209,760 419,520

 当期純利益 28,361 28,361 28,361

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) 209,760 209,760 209,760 28,361 28,361 447,881

平成19年３月31日残高(千円) 469,010 458,010 458,010 △ 4,156 △ 4,156 922,863

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証

券評価差額金

評価・換算差

額等合計

平成18年３月31日残高(千円) － － 474,982

事業年度中の変動額

 新株の発行 419,520

 当期純利益 28,361

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△ 4 △ 4 △ 4

事業年度中の変動額合計(千円) △ 4 △ 4 447,876

平成19年３月31日残高(千円) △ 4 △ 4 922,859



重要な会計方針 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１．有価証券の評価基準及び評
価方法

(1) 子会社株式 

   移動平均法による原価法

(1) 子会社株式 

  同左

(2)   ―――――――― (2) その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法

デリバティブ

時価法

デリバティブ 

     ――――――――

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 商品

先入先出法による原価法

(1) 商品

  同左

４．固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

 定率法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

  建物          3～15年

  車両運搬具           6年

  工具器具備品        2～20年

(1) 有形固定資産

  同左

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、市場販売目的のソフトウ

ェアについては見込販売数量に基

づく償却額と見込販売可能期間

（３年）に基づく償却額のいずれ

か大きい額を償却する方法を、自

社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。

(2) 無形固定資産

同左

５．繰延資産の処理方法 (1) 社債発行費

商法施行規則の規定に基づき３

年間で均等償却しております。

(1) 社債発行費

３年間で均等償却しております。

(2)  ―――――――― (2) 株式交付費

支出時に全額費用として処理して

おります。

６．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

 外貨建金銭債権債務は決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しておりま

す。 

 

  同左



項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

７．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

   同左

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、将来の支給見

込額のうち当期の負担額を計上し

ております。

(2) 賞与引当金

   同左

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務に基づき、当期に発生した

と認められる額を計上しておりま

す。

(3) 退職給付引当金 

  同左 

 

 

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備え

て、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金 

  同左

８．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に準じた会計処理に

よっております。

  同左

９．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ 会計の方法

金利スワップの特例処理の要件

を満たす金利スワップについて特

例処理によっております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…変動金利建ての借

入金

(3) ヘッジ 方針

ヘッジ対象に係る金利変動リス

クを一定範囲内でヘッジしており

ます。

(4) ヘッジ有効性 評価の方法

ヘッジ対象とヘッジ手段の時価

変動、またはキャッシュ・フロー

変動の累計を半期毎に比較し、そ

の変動額の比率によって有効性を

評価しております。なお、特例処

理の要件を満たしている金利スワ

ップは、有効性の評価を省略して

おります。

――――――――

10. その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1) 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(1) 消費税等の会計処理

  同左



次へ 

会計方針の変更 

  

 
  

表示方針の変更 

  

 
  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。 

 これにより税引前当期純利益は10,325千円減少して

おります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき、各資産の金額から直接控除してお

ります。

─────

 
───── 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等） 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月

9日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計

基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基準適用指針

第８号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。  

 従来の「資本の部」の合計に相当する金額は922,859

千円であります。 

 財務諸表等規則の改正により、当事業年度における

財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成して

おります。

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

───── （貸借対照表）

 
 

１．前事業年度まで区分掲記しておりました「未着

品」（当期末残高8,647千円）は、総資産の総額の

100分の１以下となったため、流動資産の「商品」

に含めて表示することにしました。
 
 
 

２．前事業年度まで区分掲記しておりました「未収消

費税等」（当期末残高10,669千円）は、総資産の

総額の100分の１以下となったため、流動資産の

「その他」に含めて表示することにしました。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

※１ 担保に供している資産

定期預金 10,002千円

    関税法に基づき輸入商品等の関税等の納期限の

延長の担保として供しているものであります。

 

※１ 担保に供している資産

定期預金 30,004千円

    関税法に基づき輸入商品等の関税等の納期限の

延長の担保として供しているものであります。

 

※２ 関係会社項目

   関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか以下のものがあります。

流動負債

 買掛金 91,830千円

 
 

※２ 関係会社項目

   関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか以下のものがあります。

流動負債

買掛金 11,730千円

 

※３ 授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数 普通株式 35,200株

発行済株式総数 普通株式 17,150株

 

※３       ─────

 

 ４ 保証債務

   連結子会社の融資および保証極度契約に対して、

債務保証をしております。

KFE HONG KONG CO.,LIMITED 756,500千円

(50,000千香港ドル)

   なお、表示価額は平成18年3月末日現在の直物為

替相場により円換算しております。

 

 ４ 保証債務

   連結子会社の融資および保証極度契約に対して、

債務保証をしております。

KFE HONG KONG CO.,LIMITED 755,500千円

(50,000千香港ドル)

   なお、表示価額は平成19年3月末日現在の直物為

替相場により円換算しております。

※５       ─────

 

※５ 当事業年度末日満期手形

当事業年度末日満期手形の会計処理は、手形交換日

をもって決済処理をしております。なお、当事業年

度の末日は金融機関の休日であったため、次の事業

年度末日満期手形が当事業年度末残高に含まれてお

ります。

受取手形 5,948 千円

 ６ 資本の欠損の額は32,517千円であります。  ６       ─────



(損益計算書関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

 関係会社への売上高 309,420千円

 関係会社からの仕入高 364,413千円

 
 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

関係会社への売上高 300,490千円

関係会社からの仕入高 463,832千円

※２ 他勘定振替高は、主として商品の保証返品のため

の販売費及び一般管理費への振替であります。

※２ 他勘定振替高は、主として商品の保証返品のため

の販売費及び一般管理費への振替であります。

 

※３ 販売費に属する費用のおおよその割合は1％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は99％であ

ります。

   主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 役員報酬 49,871千円

 給料手当 76,788千円

 法定福利費 16,599千円

 賞与引当金繰入額 10,545千円

 貸倒引当金繰入額 2,804千円

 減価償却費 22,202千円

 支払手数料 45,755千円

 
 

※３ 販売費に属する費用のおおよその割合は2％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は98％であ

ります。

   主要な費目及び金額は次のとおりであります。

役員報酬 61,424千円

給料手当 101,958千円

賞与引当金繰入額 7,339千円

減価償却費 8,716千円

支払手数料 36,259千円

販売輸送費 39,116千円

旅費交通費 27,201千円

 

※４ 一般管理費に含まれている研究開発費

6,082千円

  

※４ 一般管理費に含まれている研究開発費

6,175千円

※５      ―――――

 

※５ 固定資産の売却益の主要な内容は次のとおりであ

ります。

車両運搬具 1,138千円

※６      ―――――

 

※６ 固定資産の売却損の主要な内容は次のとおりであ

ります。

車両運搬具 241千円

 

※７ 減損損失

   当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 減損損失

本社 遊休資産 前払費用 3,000千円

長期前払費用 2,000千円

工具器具備品 5,325千円

合計 10,325千円

   当社は資産を事業部門単位でグルーピングしてお

ります。但し、将来の使用見込みがない遊休資産に

ついては個別物件ごとにグルーピングを行っており

ます。

   上記資産グループは、販売代理店の破産等の理由

により販売計画が頓挫し遊休化していた資産につい

て、回収可能性がないと判断し、固定資産の帳簿価

格全額を減損損失として計上いたしました。

※７      ――――― 

 



次へ 

(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 
  

  



(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

前事業年度（平成18年３月31日）及び当事業年度（平成19年３月31日）における子会社株式で時価

のあるものはありません。 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却累
計額相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

工具器具備品 2,545 989 1,555

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却累
計額相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

工具器具備品 2,545 1,413 1,131

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 418千円

１年超 1,318千円

合計 1,737千円

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 442千円

１年超 876千円

合計 1,318千円

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 504千円

減価償却費相当額 424千円

支払利息相当額 108千円

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 504千円

減価償却費相当額 424千円

支払利息相当額 85千円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

 ⑤ 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

 ⑤ 利息相当額の算定方法

同左



(税効果会計関係) 

  

 
  

(企業結合等関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  該当事項はありません。 

  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 (千円)

 未払事業税 409

 未払費用 294

 たな卸資産評価損 661

 賞与引当金 2,555

 ソフトウェア償却費 1,475

 退職給付引当金 636

 役員退職慰労引当金 596

 貸倒引当金 1,246

 減損損失 4,106

 繰越欠損金 11,236

繰延税金資産小計 23,217

 評価性引当額 △12,479

繰延税金資産合計 10,737
 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 (千円)

未払事業税 792

未払費用 345

たな卸資産評価損 2,559

賞与引当金 2,919

ソフトウェア償却費 95

退職給付引当金 636

役員退職慰労引当金 695

貸倒引当金 698

減損損失 1,514

繰越欠損金 639

その他有価証券評価差額金 2

繰延税金資産合計 10,899

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

(％)

法定実効税率 39.8

（調整）

 交際費等永久に損金に 
 算入されない項目

3.9

 住民税均等割額 2.2

 評価性引当額増減額 △141.3

 その他 0.2

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

△95.2

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

(％)

法定実効税率 39.8

（調整）

交際費等永久に損金に
 算入されない項目

3.0

住民税均等割額 1.0

評価性引当額増減額 △43.3

その他 1.1

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

1.6



前へ   次へ 

(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益 

 
  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 27,695.78円 １株当たり純資産額 47,205.08円

１株当たり当期純利益 1,251.04円 １株当たり当期純利益 1,572.39円

なお、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非
上場のため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益の
算定には含めておりません。

なお、新株予約権の残高はありますが、希薄化効果を有
しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算
定には含めておりません。

項目
前事業年度

(平成18年３月31日)
当事業年度

(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額 (千円) ― 922,859

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） ― －

普通株式に係る期末の純資産額 (千円) ― 922,859

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普
通株式の数(株)

― 19,550

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

損益計算書上の当期純利益 (千円) 21,455 28,361

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る当期純利益 (千円) 21,455 28,361

普通株式の期中平均株式数(株) 17,150 18,037

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株
式の概要

新株予約権３種類
(新株予約権の数1,570
個)

新株予約権３種類 
(新株予約権の数1,314
個)



(重要な後発事象) 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

（私募債発行について）

 当社は、平成18年５月17日に開催の取締役会におい

て、以下のとおり、私募債の発行について、決議いたし

ました。

１．社債の名称 ＫＦＥ ＪＡＰＡＮ株式会社第３

回無担保社債 

（株式会社横浜銀行保証付および

適格機関投資家限定）

２．発行総額 金100,000千円

３．各社債の金額 金10,000千円の一種

４．社債券の形式 無記名

５．発行価額 額面100円につき金100円

６．償還金額 額面100円につき金100円

７．利率 年1.48％

８．償還期限 平成23年５月31日

９．償還方法 定時償還

10．払込期日 平成18年５月31日

11．利払期日 毎年５月末日および11月末日

12．担保 無担保

13．資金使途 運転資金に全額充当する。

14．保証人 株式会社横浜銀行

15．財務代理人 株式会社横浜銀行

16．総額引受会社 株式会社横浜銀行

─────

───── （会社分割について） 

 当社は、平成19年４月18日開催の取締役会におい

て、デジタル商品事業の全部を会社分割し、新たに設

立する「エグゼモード株式会社」(以下、「新設会

社」という)に承継することを決議いたしました。 

 なお、本件は平成19年６月28日開催予定の当社第８

期定時株主総会における承認決議を条件としておりま

す。



  

 

１．会社分割の目的

当社の今後の成長基盤のひとつと位置づけられる

デジタル商品事業を会社分割の手法を用いて当社

の完全子会社化とすることにより、戦略的意思決

定の迅速化、経営責任の明確化及び投資効率の極

大化を図り、スピード感のある経営と機動的な業

務執行を可能とする体制の構築を目的としており

ます。それにより、業務提携や将来の株式公開も

視野に入れた同事業の飛躍的な成長を実現し、当

社の企業価値の最大化を進めてまいります。

２．会社分割の要旨

① 分割の方法
当社を分割会社とし、新たに設立する会社を
承継会社とする分社型の新設分割であり、新
設会社が分割により発行する株式の総数を当
社に割り当てる物的分割です。

② 株式の割当
新設会社が発行する普通株式２００株は、す
べて当社に割り当てます。

③ 分割の日程
分割計画書承認取締役会 
  平成１９年４月１８日 
分割期日 
  平成１９年１０月１日（予定） 
分割登記 
  平成１９年１０月１日（予定）

④ 分割により減少する資本金等
分割により減少する資本金等はありません。

⑤ 分割会社の新株予約権および新株予約権付社債
に関する取扱い 
当社は新株予約権を発行していますが、本分
割によるこれら新株予約権の取扱いに変更は
ありません。また分割会社が発行している新
株予約権付社債はありません。

⑥ 新設会社が承継する権利義務
新設分割効力発生日後、分割計画書の定める
ところにより、分割期日における当社の分割
対象事業に属する資産・債務・雇用契約およ
びその他の権利義務を承継します。なお、当
社から承継する債務につきましては、免責的
債務引受の方法によるものとします。

⑦ 債務履行の見込み
当社および新設会社ともに、新設分割期日以
降の債務履行の確実性については問題ないと
判断しています。

３. 新設分割の後の新設分割設立会社となる会社の概
要
① 商号     エグゼモード株式会社

② 本店所在地  東京都千代田区神田和泉町 
１番地１-１３ 蓼沼ビル４階

③ 代表者の氏名 取締役社長 藤岡淳一

④ 資本金の額  １０百万円

⑤ 純資産の額  ３０百万円（予定）

⑥ 総資産の額  ７００百万円（予定）

⑦ 事業の内容  電子機器用製品及び部品、通信
機器用製品及び 部品の製造、
販売及び輸出入 
家庭用電気製品の販売及び輸出
入



  

─────

 

（新株予約権(ストックオプション)の発行について）

 当社は、平成19年４月18日開催の取締役会において、

当社及び当社子会社の役職員に対して、ストックオプシ

ョンとして新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会

に委任することの承認を求める議案を、下記のとおり平

成19年6月28日開催予定の当社第8回定時株主総会にて付

議することを決議いたしました。

① ストックオプションとして新株予約権を発行す
る理由 
 当社の業績向上に対する意欲や士気を高める
ため、また優秀な人材の獲得・維持を図ること
を目的として、当社及び当社子会社の役職員を
対象に新株予約権を発行するものであります。 
 

② 新株予約権の数   2,000個

③ 新株予約権の目的となる株式の種類 
          普通株式 
 

④ 新株予約権の目的となる株式の数 
          2,000株 
 

⑤ 新株予約権の行使価額
          200,000円 
 

⑥ 新株予約権の行使期間
 平成21年７月１日から平成29年６月30日 
 

⑦ 新株予約権の行使により株式を発行する場合に
おける増加する資本金および資本準備金の額

イ 新株予約権の行使により株式を発行する
場合における増加する資本金の額は、会
社計算規則第40条第1項に従い算出される
資本金等増加限度額の2分の1の金額と
し、計算の結果1円未満の端数が生じたと
きは、その端数を切り上げるものとす
る。

ロ 新株予約権の行使により株式を発行する
場合における増加する資本準備金の額
は、イ記載の資本金等増加限度額からイ
に定める増加する資本金の額を減じた額
とする。 
 

⑧ 新株予約権の割当日
 平成19年7月10日とする。 
 

⑨ その他の細則事項
 新株予約権に関するその他の細則事項につい
ては、取締役会決議により決定する。



前へ 

  

 
  

─────

 

（債権の取立不能または取立遅延のおそれ）

 当社取引先である株式会社双英建築積算事務所より

「経営不能となった」旨の通知書を受領するとともに、

受領した小切手が平成19年５月28日に不渡りとなり、同

社宛ての債権の取立不能または取立遅延のおそれが生じ

ております。

① 当該取引先の内容

商号 株式会社双英建築積算事務所

所在地 東京都新宿区百人町 
 2-26-9 三浦ビル４階

代表者氏名 清水 通男

資本金 23百万円

事業内容 その他の建築材料卸売業 

② 当該取引先との取引内容

デジタル商品の販売

③ 当該取引先に対する債権の種類及び金額 
（平成19年４月以降計上）

売掛債権 約21百万円（内、小切手債権 
約７百万円）

④ 当該事象が営業活動等へ及ぼす重要な影響

現時点では、株式会社双英建築積算事務所
の再生手続きに関する方針が未定であること
から、当該債権の回収見込額については確定
しておりません。 
 今後の債権者説明会等の経緯を受け、平成
19年４月以降発生した上記債権のうち取立不
能と見込まれる額については、平成20年３月
期に計上する予定です。



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【その他】 

 
  

種類及び銘柄 投資口数等
貸借対照表計上額 

（千円)

有価証券 その他有価証券

（国内投資信託）
野村キャッシュ・リザーブ・
ファンド

100,050口 100,050

小計 － 100,050

投資有価証券 その他有価証券

（国内投資信託）
野村中国Ａ株投信

1,000口 9,975

小計 － 9,975

計 － 110,025



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) 1 当期増加額のうち主なものは、次の通りであります。 

  車両運搬具   社用車       25,458千円 
  ソフトウエア  ライセンスソフト   3,050千円 

(注) 2 当期減少額のうち主なものは、次の通りであります。 
  車両運搬具   社用車       19,627千円 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 1 計上の理由及び算定方法は重要な会計方針に記載の通りであります。 

(注) 2 貸倒引当金の当期減少額「その他」は一般債権の貸倒実績率による洗替額528千円及び債権回収による取崩額3,101千円であ
ります。 

(注) 3 賞与引当金の当期減少額「その他」は実際支給額との差額であります。 

  

  

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却累 
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高 
(千円)

有形固定資産

 建物 7,562 － － 7,562 4,627 806 2,935

 車両運搬具 8,514 25,458 19,627 14,344 788 4,094 13,556

 工具器具備品 46,785 1,941 3,371 45,354 39,000 3,245 6,353

有形固定資産計 62,861 27,399 22,999 67,262 44,417 8,146 22,845

無形固定資産

 商標権 2,031 － － 2,031 458 203 1,572

 ソフトウェア 1,410 3,050 － 4,460 513 366 3.946

無形固定資産計 3,441 3,050 － 6,491 972 569 5,518

長期前払費用 4,641 336 647 4,331 2,993 1,460 1.337

繰延資産

社債発行費 5,500 1,909 － 7,409 4,303 2,469 3,106

繰延資産計 5,500 1,909 － 7,409 4,303 2,469 3,106

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 5,217 1,136 － 3,630 2,724

役員退職慰労引当金 1,500 250 － － 1,750

賞与引当金 6,424 7,339 5,927 497 7,339



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ 現金及び預金 

  

 
  

ｂ 受取手形 

イ 相手先別内訳 

  

 
  

ロ 期日別内訳 

  

区分 金額(千円)

現金 370

預金

当座預金 483

普通預金 753,963

外貨普通預金 24,118

定期預金 80,004

預金計 858,569

合計 858,940

相手先 金額(千円)

株式会社 サンリオ 15,439

株式会社 大日光エンジニアリング 13,733

メディアテクノ 株式会社 8,540

神鋼電機 株式会社 1,734

株式会社 スキャンテクノロジー 1,016

その他 1,037

計 41,500

期日別 金額(千円)

平成19年３月 5,948

     ４月 11,210

     ５月 14,411

      ６月 7,285

    ７月 2,644

計 41,500



ｃ 売掛金 

イ 相手先別内訳 
  

 
  

ロ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

ｄ 商品 
  

 
  

ｅ 関係会社株式 

  

 
  

相手先 金額(千円)

テクタイト 株式会社 245,522

東芝メディア機器 株式会社 145,179

株式会社 オークセール 41,690

株式会社 ベルーナ 17,347

加賀ハイテック 株式会社 16,652

その他 97,132

計 563,526

前期繰越高 
(千円) 

 
(Ａ)

当期発生高 
(千円) 

 
(Ｂ)

当期回収高
(千円) 

 
(Ｃ)

次期繰越高
(千円) 

 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

200,091 2,367,987 2,004,552 563,526 78.06 58.85

区分 金額(千円)

電子部品事業関連 12,604

デジタル商品事業関連 322,326

計 334,930

区分 金額(千円)

KFE HONG KONG CO.,LIMITED 120,000

KFE(THAILAND) CO.,LTD. 0

計 120,000



② 負債の部 

ａ 支払手形 

イ 相手先別内訳 

  

 
  

ロ 期日別内訳 

  

 
  

ｂ 買掛金 

  

 
  

相手先 金額(千円)

株式会社 アーム電子 4,974

計 4,974

期日別 金額(千円)

 平成19年４月 1,230

     ５月 1,317

     ６月 2,425

計 4,974

相手先 金額(千円)

DXG Tecnology Corp 68,957

KFE HONG KONG CO., LIMITED 12,084

富士通デバイス 株式会社 11,913

Kingsmart Technology Ltd. 11,371

YA HSIN INDUSTRIAL CO., LTD. 5,832

その他 17,229

計 127,388



ｃ 短期借入金 

  

 
  

ｄ 社債 290,000千円 

  内訳は「１連結財務諸表等」「(1)連結財務諸表」「⑥連結附属明細表」「社債明細表」に記載

しております。 

  

(3) 【その他】 

  該当事項はありません。 

相手先 金額(千円)

株式会社 りそな銀行 50,000

株式会社 横浜銀行 168,842

株式会社 三菱東京ＵＦＪ銀行 302,386

株式会社 三井住友銀行 71,412

計 592,640



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

  

事業年度 4月１日から3月31日まで

定時株主総会 6月中

基準日 3月31日

株券の種類 １株券、10株券

剰余金の配当の基準日 9月30日、3月31日

１単元の株式数 －

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り 該当なし

  取扱場所 該当なし

  株主名簿管理人 該当なし

  取次所 該当なし

  買取手数料 該当なし

公告掲載方法
電子公告。なお、やむを得ない事由により、電子公告によることができない場合は、
日本経済新聞に掲載。

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1) 有価証券届出書 
及びその添付書類

(有償一般募集増資(ブックビルディン
グ方式による募集)及び株式売出し(ブ
ックビルディング方式による売出し)

平成18年10月23日 
関東財務局長に提出。

(2) 有価証券届出書の
訂正届出書

上記(1)に係る訂正届出書であります。 平成18年11月１日及び 
平成18年11月９日 
関東財務局長に提出。

(3) 
 
 

臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第７号(新設分割)の規定に
基づく臨時報告書であります。 
  

平成19年4月19日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

 

  
ＫＦＥ ＪＡＰＡＮ株式会社 
  

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているＫＦＥ ＪＡＰＡＮ株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度

の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロ

ー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ＫＦＥ ＪＡＰＡＮ株式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。 

  

追記情報 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当連結会計年

度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成してい

る。 

  

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

平成１８年１０月１３日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員
業務執行社員

公認会計士  浅  枝  芳  隆  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  三  宅  秀  夫  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

 

  
ＫＦＥ ＪＡＰＡＮ株式会社 
  

 
  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているＫＦＥ ＪＡＰＡＮ株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度

の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ＫＦＥ ＪＡＰＡＮ株式会社及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

平成１９年６月２８日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員
業務執行社員

公認会計士  浅  枝  芳  隆  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  三  宅  秀  夫  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

 

  
ＫＦＥ ＪＡＰＡＮ株式会社 
  

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているＫＦＥ ＪＡＰＡＮ株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第７期事業年

度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ＫＦＥ ＪＡＰＡＮ株式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年

度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計方針の変更に記載されているとおり、会社は、当会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用

しているため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

平成１８年１０月１３日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員
業務執行社員

公認会計士  浅  枝  芳  隆  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  三  宅  秀  夫  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

 

  
ＫＦＥ ＪＡＰＡＮ株式会社 
  

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているＫＦＥ ＪＡＰＡＮ株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第８期事業年

度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ＫＦＥ ＪＡＰＡＮ株式会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業

年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成19年4月18日開催の取締役会において、デジタル商品事

業の全部を会社分割し、新たに設立する「エグゼモード株式会社」に承継することを決議した。 

２．重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成19年4月以降発生した取引先に対する債権について、取

立不能または取立遅延のおそれが生じている旨が記載されている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

平成１９年６月２８日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員
業務執行社員

公認会計士  浅  枝  芳  隆  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  三  宅  秀  夫  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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